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第 1 章  本研究の概要  

 リハビリテーションとは，「単なる治療訓練の域をはるかにこえて，

全体的な人間としての障害者の生きる権利の回復『全人間的復権』」

である（上田他， 1983）。したがって，リハビリテーションにおいて

は，各人にとっての生活の質（ Qual i ty  o f  Li f e：以下， QOL とする）

の向上が目標となる（上田， 2013）。しかしながら，現在のリハビリ

テ ー シ ョ ン に お い て は ， 未 だ 目 の 前 の 身 体 機 能 や 日 常 生 活 動 作

（ Act ivi ty  o f  Dai ly  Liv ing：以下，ADL とする）能力の向上に偏った

リハビリテーション介入が展開されている（厚生労働省，2013a）。い

かにして，社会生活における「活動および参加（以下，活動性とする）」

を向上させていくかは，わが国のリハビリテーション全体の課題と言

える（厚生労働省， 2015a）。  

本研究では，永続的な後遺症により社会復帰後の活動性に制限が生

じる脳卒中者を対象として研究をおこなう。本研究では，脳卒中者が

自ら活動性を向上させていくことに着目し，社会生活における活動性

向上を支援する介入プログラムを開発する。  

本研究のような行動変容型介入プログラムの開発は，脳卒中者の自

立的な活動性向上に貢献するという点で意義深い。  

 

第 1 節  本研究の目的  

 本研究では，脳卒中者の QOL 向上を目指し，活動性向上を支援す

る行動変容型介入プログラムの開発および評価をおこなう。  

  

第 2 節  本研究の構成  

 本研究の構成を Figure  1‐ 1 に示す。本研究は第 1‐ 5 章，研究  
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Ⅰ‐Ⅵにより構成されている。各章の概要を以下に示す。  

第 1 章：本研究の概要では，本研究の目的および意義を述べ，本論

文の枠組みを明確にする。  

第 2 章：脳卒中者を取り巻く現状および支援における課題では，第

1 節において脳卒中者を取り巻く現状について，第 2 節において効果

的な支援を実現するための行動変容理論・モデルの適用について述べ，

本研究の背景を整理する。  

第 3 章：介入プログラム開発のためのフォーマティブ・リサーチで

は，第 1 節において在宅脳卒中者の活動性向上を支援する介入の動向

を概観し，介入プログラム開発に先立つ課題を整理する（研究Ⅰ）。

第 2 節では，脳卒中者の活動性の関連要因および QOL に与える影響

を明らかにする（研究Ⅱおよび研究Ⅲ）。第 3 節では，活動性に対す

る属性の影響を検討する（研究Ⅳ）。  

第 4 章：活動性向上を支援する行動変容型介入プログラムの開発お

よび有用性の検討では，第 1 節において，介入プログラムの概要を述

べる。第 2 節では，脳卒中者に対する試行的介入をおこない，その有

用性を評価する（研究Ⅴ）。第 3 節では，介入者による介入プログラ

ムに対する評価をおこなう（研究Ⅵ）。  

第 5 章：総合考察では，本研究により得られた知見をもとに，今後

の課題および展望をまとめる。  

 

第 3 節  本研究の意義  

本研究では，脳卒中者を対象とし，社会復帰後の QOL 向上のため

に，自立的な活動性向上を支援する行動変容型介入プログラムを開発

する。本研究の意義は，在宅脳卒中者の活動性向上を支援する介入の
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モデルケースとなる点である。  

本研究では，脳卒中者の自立的な活動性の向上に着目する。諸外国

において，脳卒中者の活動性向上を支援する介入はおこなわれている

ものの，専門職による継続的な介入に依存するものが中心である。わ

が国では，専門職によるリハビリテーション介入は，報酬体系に基づ

き，発症からの期間や介護度によって，量的および期間的な制限が生

じる（厚生労働省， 2015b； 2016a）。そのため，専門職による継続的

な介入から離れ，脳卒中者自身が自立的に活動性を向上させていくた

めのプログラムが必要とされている。  

 

第 4 節  本研究で使用する用語の定義  

 本研究の実施に先立ち，本研究で用いる用語について定義をおこな

う。  

 

脳卒中者  

脳卒中者とは，脳卒中に罹患した者を指す。脳卒中とは，脳に循環

障害が起こり，脳の一部が破壊される疾患である（本多・重野，1989）。

脳卒中は，病理学的に，脳梗塞（脳血栓，脳塞栓），脳出血，および

くも膜下出血に大別される（本多・重野， 1989）。  

 

在宅脳卒中者  

 在宅脳卒中者とは，脳卒中者のうち，社会復帰後に自宅で生活して

いる者を指す。  
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QOL 

QOL は，個人のおかれている環境や生活に対する満足および幸福感

などの肯定的な評価である（佐藤， 2005）。個人の健康状態に関連す

る QOL は，健康関連 QOL と呼ばれる。健康関連 QOL については，

身体的健康，および精神的健康を上位概念とする定義が国際的に広く

用いられている（福原・鈴鴨， 2005）。この定義では，健康関連 QOL

の構成概念を，全体的健康感，身体機能，日常役割機能（身体），身

体の痛み，活力，社会生活機能，心の健康，および日常生活機能（精

神）としている。本研究では，この健康関連 QOL を扱う。  

 

活動性  

活動性とは，国際生活機能分類（ Internat ional  Class i f i cat ion o f  

Funct ion ing,  Disab i l i ty  and Health：以下，ICF とする；WHO，2001）

における「活動・参加の実行状況」を指す。  

ICF は，ある健康状態にある人に関連するさまざまに異なる領域を

系統的に分類するものである（ WHO， 2001）。その領域とは，心身機

能・構造，活動・参加，環境因子，および個人因子である（ Table  1‐

1）。なかでも，活動・参加の領域は，実行状況および能力に分かれて

いる。活動・参加の実行状況とは，「個人が現在の環境のもとでおこ

なっている活動／参加を表すものである。現在の環境は社会的状況を

含むため，実行状況は，人々の実際生活の背景における『生活・人生

場面への関わり』あるいは『生活経験』としても理解することができ

る」（ WHO， 2001）。  
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Tabl e  1‐ 1 ICF の概観（ WHO， 2001）  

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 心身機能・身体構造 活動・参加 環境因子 個人因子

領域
心身機能
身体構造

生活・人生領域
（課題，行為）

生活機能と障害への
外的影響

生活機能と障害への
内的影響

構成概念

心身機能の変化
(生理的）

身体構造の変化
（解剖学的）

【能力】
標準的環境における

課題の遂行

【実行状況】
現在の環境における

課題の遂行

物的環境や社会的環境，
人々の社会的な態度に
よる環境の特徴が持つ
促進的あるいは阻害的な

影響力

個人的な特徴の影響力

第1部：生活機能と障害 第2部：背景因子
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第 2 章  脳卒中者を取り巻く現状および支援における課題  

 第 2 章では，脳卒中者を取り巻く現状，および効果的な支援を実現

するための行動変容理論・モデルの適用について述べ，本研究の背景

を整理する。  

 

第 1 節  脳卒中者を取り巻く現状  

脳卒中について  

脳卒中とは，脳に循環障害が起こり，脳の一部が破壊される疾患で

ある（本多・重野， 1989）。脳卒中に罹患すると，たとえ死を免れた

としても，後遺症として障害が生じたり，療養時の長期臥床に起因す

る疾患によって介護が必要となる。  

脳卒中による死亡率は， 1950 年から 1980 年までの 30 年間，日本

人の死亡原因の 1 位であった。以降，医療の進歩に伴って死亡率は減

少し，2014 年には，死亡原因の 4 位となった（厚生統計協会，2015）。

一方で，総患者数は， 1987 年の 114 万 4 千人から， 2011 年には 123

万 5 千人に増加している（厚生統計協会， 2015）。脳卒中は，要介護

者における介護が必要になった原因の 1 位であり， 21.7%を占めてい

る（厚生労働省，2013b）。今後，脳卒中の総患者数は，高齢者の増加，

および糖尿病や高脂血症の増加に伴って，さらに増えることが予測さ

れ，わが国にとって極めて重大な疾病となっている。  

脳卒中後の後遺症としては，片麻痺が最も多く，その他に半身知覚

鈍麻，半盲，共同偏視，運動失調，失語，失認，および脳神経麻痺な

どがみられ，身体機能および認知機能に様々な障害を呈する（本多・

重野， 1989）。  
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在宅脳卒中者の QOL と活動性  

脳卒中による影響は，身体機能および認知機能の後遺症のみにとど

まらない。脳卒中者は，突然の心身機能の変化に対し，心理的ショッ

ク，悲観，不安，悲観，不安，否認，怒り，抵抗，およびうつ状態な

どの様々な反応を示す（天草他， 2009）。これらの心理的反応および

後遺症は， QOL 低下の誘因となる（ Clark  & Smith， 1999； Jaracz 

& Kozbski，2003；Kim，Warren，Madil l，& Hadley，1999；Mayo，

Wood-Dauphinee，Cote，Durcan， & Carlton，2002；Teasel l  et  a l．，

2014）。  

わが国において検討されてきた在宅脳卒中者の QOL に影響を与え

る要因を， ICF に基づき分類した。 ICF の目的の 1 つに「健康関連状

況の決定因の理解」がある（ WHO， 2001）。そこで，健康関連 QOL

に影響を与える要因の分類に ICF を用いた。在宅脳卒中者の QOL に

影響を与える要因は，Table  2 -1 に示すように，「心身機能・構造」（江

藤・坂田，2000；原田他，2000；伊藤・渡辺・岩田・佐々木， 2007；

香川，1996，1997；森口，2002；習田，2000；武田・波多野，2008），

「活動・参加の能力」（江藤・坂田， 2000；原田他， 2000；原田他，

2001；香川， 1996， 1997；小泉・神山・岸， 2000；黒田， 2005；桑

野他，2001；習田，2000；武田・波多野，2008；問川・進藤・和田，

2005；山下他， 1996），「活動・参加の実行状況」（原田他， 2001；加

藤他， 2005；児玉， 2010；小泉他， 2000；黒田， 2005；坂井・伊佐

地・田中， 2003），「個人因子」（桑野・神田・清水・浅井， 2001；山

下・荒記・村田・田宮・佐々木， 1996），および「環境因子」（小泉他

2000；小澤・桜井， 2006；武田・波多野， 2008），と多岐にわたる。

しかしながら，全ての要因が介入対象となるわけではない。  
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Tabl e  2‐ 1 在宅脳卒中者の QOL に影響を与える要因  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 心身機能・身体構造 活動・参加 環境因子 個人因子

該当する
関連要因

麻痺，感覚障害，
痛み・しびれ，

嚥下障害，言語障害，
めまい，記憶，
障害受容，抑うつ

【能力】

移動能力，
日常生活動作能力

【実行状況】

運動，社会参加，
役割活動，余暇活動，

就業，家事，
社会活動，行動範囲

居住環境，同居者，
ソーシャルサポート，
介護保険，障害者手帳

年齢，性別，
年収，罹患期間

第1部：生活機能と障害 第2部：背景因子
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たとえば，「心身機能・構造」，および，「活動・参加の能力」につい

ては，後遺症の影響を強く受ける（二木，1983a；1983b；1983c）。「環

境因子」のうち，介護保険サービス，および障害者手帳の有無は，後

遺症の程度により決定する。一方，「活動・参加の実行状況」である

「活動性」は，後遺症の影響が反映される ADL 能力に因らない（小

沼・島崎・矢作・竹中， 2014a）。小沼他（ 2014a）は，食事の用意，

食事の片付け，洗濯，掃除や整頓，買い物，外出，屋外歩行，趣味，

および交通手段の利用という活動性は，年齢，性別，および ADL 能

力によって予測されないことを示している。介入においては，後遺症

を有していても変容の可能性がある「活動性」に着目すべきである。 

活動性に着目することは，QOL 向上を目指す介入において意義深い。

Algurén，Fr idlund，Cieza，Sunnerhagen，& Christensson（ 2012）

は，脳卒中者の QOL に影響を与える要因の経時的な変化を検討した。

その結果，QOL に影響を与える要因は発症からの時期に伴い変化して

いくが，活動性は，時期に因らず一貫して QOL に影響を与えること

を示している。しかしながら，在宅脳卒中者の活動性は低い。浅田・

成瀬（ 2002）は，分析対象となった脳卒中者の 51 .9％において，脳

卒中発症前からの活動性の低下が確認されたと報告している。また，

30%以上の脳卒中者は，脳卒中発症から 4 年が経過した後も，活動性

が制限されている（ Bi l l inger  e t  a l．， 2014； Gadidi， Katz-Leurer，

Carmel i， & Bornste in， 2011）。   

本研究では，在宅脳卒中者の QOL に影響を与える要因のうち，「活

動性」に着目し，活動性向上を支援する介入プログラムの開発を目指

す。  
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脳卒中リハビリテーションの現状  

わが国のリハビリテーション医療は，発症後の時期（急性期，回復

期，および生活期）に応じて，役割が明確にされている。日本脳卒中

学会（ 2009）の脳卒中治療ガイドラインでは，脳卒中患者に対するリ

ハビリテーションの過程を，それぞれの役割に応じて以下のように記

述している。急性期リハビリテーションは，発症直後からベッドサイ

ドで開始し，廃用症候群の予防とセルフケアの早期自立を最大の目標

とする（出江・石田，2001）。つぎに，回復期リハビリテーションは，

リハビリテーションチームによる集中的かつ包括的なリハビリテー

ションであり，ADL 能力を最大限に回復させ，早期の社会復帰を目指

す（長谷・千野， 2001）。最後に，生活期リハビリテーションは，回

復期リハビリテーションによって獲得した能力をできるだけ長期に

維持させることを目的に実施される（高岡・伊藤， 2001）。  

回復期リハビリテーションは，主に，集中的なリハビリテーション

介入に特化した回復期リハビリテーション病棟において おこなわれ

る。回復期リハビリテーション病棟からの退院時は，治療的措置を中

心とする医療から社会への復帰を目指す時期であり，リハビリテーシ

ョン体制に変化が生じる時期である。その変化は，リハビリテーショ

ン介入時間に顕著にあらわれる。回復期リハビリテーション病棟の入

院患者は，理学療法士，作業療法士，および言語聴覚士によるリハビ

リテーション介入を，一日あたり 9 単位（ 180 分）まで受けることが

できる（厚生労働省，2016a）。その他，看護師および介護スタッフと

ともに， ADL 動作練習がおこなわれる。千野（ 2002）によると，こ

の集中的な回復期リハビリテーションによって，ADL 能力を評価する

Barthe l  index（ Mahoney & Barthel，1965）得点が，入院時平均 42.2
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点から退院時には 74.3 点に改善し， 70％以上の患者が自宅への退院

を果たした。歩行に焦点を当てると，歩行可能な者の比率が 21.4％か

ら 70.7％へと増加している（千野， 2002）。しかしながら，集中的な

リハビリテーション介入を受けることができる期間には制限がある。

その期間は，原則的に，発症，手術又は急性増悪から 180 日以内とさ

れている（厚生労働省， 2016a）。180 日を経過して，回復期リハビリ

テーション病棟から退院した後にリハビリテーション介入を受ける

場合は，主に介護保険を利用する。介護保険を利用したリハビリテー

ション介入には，通所リハビリテーション，および訪問リハビリテー

ションが含まれる（厚生労働省，2016b）。介護保険を利用したリハビ

リテーションに移行すると，リハビリテーション専門職による介入時

間が，回復期リハビリテーション病棟入院中に比べ激減する。たとえ

ば，通所リハビリテーション施設では， 1 人あたりの個別リハビリテ

ーション介入時間は概ね 20 分である（厚生労働省， 2015a）。したが

って，回復期リハビリテーション病棟からの退院後において，活動性

の向上を支援する介入プログラムは，リハビリテーション専門職によ

る介入に依存しない方略を用いることが現実的である。  

わが国では，要介護者の急増に鑑み， 2025 年を目処に「地域包括

ケアシステム」の構築を推進している。地域包括ケアシステムとは，

「要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生

の最後まで続けることができるよう，住まい・医療・介護・予防・生

活支援が一体的に提供するシステム」である（厚生労働省， 2016c）。

地域包括ケアシステムにおいては，介護保険を利用したリハビリテー

ション介入（共助），およびインフォーマルサービスの育成とサポー

ト（互助）のみならず，脳卒中者自身による自己管理を促す支援（自
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助）が必須である（厚生労働省， 2016c）。すなわち，地域包括ケアシ

ステムの観点からみても，リハビリテーション専門職による継続的な

介入に依存しないで，活動性の向上を支援する方略が望まれる。リハ

ビリテーション専門職による継続的な介入に依存せずに，活動性の向

上を支援する方略とは，すなわち，脳卒中者による自立的な活動性の

向上を支援する，行動変容型の介入プログラムであることである。  

 

第 2 節  効果的な支援を実現するための行動変容理論・モデルの適用  

身体活動量の増加および禁煙などの健康 行動の変容を支援する介

入においては，まず，行動実施における機序を理解する必要があると

し，理論・モデルの適用が推奨されている（上地， 2012）。以下，本

研究に関連して，健康関連の介入にもっとも多く用いられている「計

画的行動理論」，および脳卒中者の活動性向上において適用が期待さ

れる「 He al th  Ac t io n  Pro cess  App ro ac h」について解説をおこなう。 

 

計画的行動理論―行動の予測因子としての意図  

 Ajzen（ 1991） が 提 唱 す る 計 画 的 行 動 理 論 （ Theory  o f  P lanned  

Behavior：以下， TPB とする）は，健康関連の介入にもっとも多く

用いられている理論である（ Armitage  & Connor，2001）。TPB では，

Figure  2‐ 1 に示すように，直接的，かつ重要な行動の予測因子とし

て，行動の実施に対する「意図」を挙げている。Tr iand is（ 1980）は，

意図を「行動するように自分自身に与える指示」と定義し，行動が生

起する過程を理解するためには，意図に着目する必要があると述べて

いる。TPB では，意図を強化する因子として，態度，主観的規範，お

よび行動統制感を仮定している  (A jzen，1991）。態度とは，もしその  
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F igure  2‐ 1 意図が行動の予測因子であるとする計画的行動理論（ TPB）   

                          （ Ajzen，1991） 
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行動をおこなったらどのような良い結果が生じるかという肯定的あ

るいは否定的な感情や感覚である。主観的規範とは，その人の行動に

ついて，他者が持つかもしれない意見や判断，肯定や否定について，

その人がどのように捉えているかということである。行動統制感は，

行動を遂行することに対する容易さや困難さとして定義される（竹中，

2012a）。なお，行動統制感は，「行動を成功裡に達成できるという見

込み感」である，セルフ・エフィカシー（ Bandura， 1977）と同義に

扱われる。これらの先行因子によって意図が強化され，意図が行動の

実施に影響を及ぼす。  

意図は，食行動（ Connor  & Sparks， 1996），身体活動（ Norman & 

Smith， 1995；Sheeran & Orbel l，2000），減量（ Bagozz i  & Warshaw，

1990），および禁煙（ Norman，Conner，  & Bel l， 1999）など，様々

な健康行動の予測因子となることが明らかになっている。  

 

意図が行動の予測因子とならない Intent ion-Behavior  gap  

 望ましい行動をおこなう際，意図した行動が実施できない，すなわ

ち意図が行動の予測因子とならないことがある。Sheeran（ 2002）は，

こ の よ う に 意 図 が 行 動 の 予 測 因 子 と な ら な い こ と を

「 Intent ion-Behavior  gap（以下， I‐ B gap と略す）」と呼んだ。  

I‐ B gap は 2 種類存在する（ Gär l ing， T．， Gi l lho lm， & Gär l ing，

A．， 1998； Sheeran， 2002）。 1 つは，行動をおこなおうと思ってい

るものの行動しない場合である。もう 1 つは，行動をおこなうつもり

がなかったが行動する場合である。  

Sheeran（ 2002）がおこなった意図と行動の関係に関するレビュー

では，I‐ B gap が起こる割合は，行動をおこなおうと思っていたもの
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の行動しなかった者が 47%，行動をおこなうつもりがなかったが行動

した者が 7％であった。 Rhodes  & de  Brui jn（ 2013）も身体活動にお

ける I‐ B gap の発生率をメタアナリシスによって定量化し，行動を

おこなおうと思っていた者の 46％は，実際の行動に移行できていない

ことを明らかにしている。  

在宅脳卒中者を対象とした研究として，小沼・島崎・矢作・竹中

（ 2014b）は，在宅脳卒中者 45 名を対象に，退院後の意図と活動性の

関係を検討した。この研究では，活動性は，退院 3 ヵ月後から退院 6

ヵ月後にかけて有意に低下していること，退院 6 ヵ月後には，意図が

活動性の予測因子となっていないこと，および意図得点に比べ活動性

得点が低いことが示された。小沼他（ 2014b）は，退院 6 ヵ月後に生

じる活動性の低下に，行動をおこなおうと思っているものの行動しな

いという I‐ B gap が関わっていると考察し，在宅脳卒中者の活動性

においても，意図を高めるだけでなく，意図と活動性の関係を考慮す

ることが必要であると述べている。  

 

I‐ B gap の解消に着目した Health Act ion Process  Approach  

Health Act ion Process  Approach（以下，HAPA と略す：Schwarzer，

1992）は， I‐ B gap の解消に着目した理論である。  

HAPA は， Figure  2‐ 2 に示すように，「意図」と「行動」という 2

つの変数に，「計画」という変数を加えることで I‐ B gap の解消を試

みている。計画は，いつ，どこで，どのように行動をおこなうかとい

う「行動計画」と，行動をおこなうことが困難であった場合に，どの

ような対処をおこなうかという「対処計画」に分けられる。計画の立

案を促すような介入の有効性は，これまで，身体活動の量や頻度の増  
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F i gure  2‐ 2  I‐ B gap の解消に着目した  

   Health  A ct i on  Process  Approach（ HAPA）  

                  （ Schwarzer， 1992）  
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加（ Lippke，  Schwarzer， Ziege lmann， Scholz， & Schüz， 2010；

Wiedemann， Lippke， Reuter， Ziege lmann， & Schüz， 2011），運

動行動や食事摂取量の改善（ Fle ig， Lippke， Pomp， & Schwarzer，

2011），日焼け止めの使用（ Craciun，Schüz，Lippke，& Schwarzer，

2012）など様々な行動において証明されている。在宅脳卒中者を対象

とした研究として，小沼他（ 2014a）は，在宅脳卒中者の活動性が，

「行動計画」および「対処計画」によって予測されることを示してい

る。しかしながら，介入への適用はおこなわれていない。  

もう 1 つの HAPA の特徴として，時期に応じた「セルフ・エフィカ

シー」のはたらきが強調されている。セルフ・エフィカシーとは，「行

動を成功裡に達成できるという見込み感」であり，セルフ・エフィカ

シーが高いほど，行動を開始，または継続する可能性が高い（ Bandura，

1977）。HAPA では，このセルフ・エフィカシーを 3 つの段階に分け，

個人が目標を達成する過程の各段階に機能するとした（ Schwarzer  & 

Renner， 2000）。 1 つ目は，望ましい健康行動を実行に移していない

時期にはたらきかける「アクション・セルフ・エフィカシー」である。

アクション・セルフ・エフィカシーは，行動の開始に作用する。 2 つ

目は，望ましい健康行動をおこない始めた時期にはたらきかける「コ

ーピング・セルフ・エフィカシー」である。コーピング・セルフ・エ

フィカシーは，行動の継続に作用する。 3 つ目は，継続していた健康

行動を何らかの理由で中断した際に，再びおこない始める段階に働き

かける「リカバリー・セルフ・エフィカシー」である。リカバリー・

セルフ・エフィカシーは，行動の再開に作用する。これらのセルフ・

エフィカシーを高める情報源として，成功体験，代理的体験，言語的

説得，および生理・情動的喚起がある（ Bandura， 1977）。成功体験
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とは，同様の課題，あるいは類似した課題に成功する経験である。代

理的体験とは，自分に似た他者が成功している姿を観察することであ

る。言語的説得とは，自分にとって重要な他者から，肯定的な評価を

受けることである。生理・情動的喚起とは，行動の実施によりおこる，

生理的，感情的な変化である。  

HAPA は，整形外科疾患や心疾患患者の身体活動の促進において適

用 可 能 で あ る こ と が 報 告 さ れ て い る （ Schwarzer， Luszczynska，

Ziegelmann ， Scho lz ， & Lippke ， 2008 ； Sniehot ta ， Scholz ， & 

Schwarzer，2005；Sniehotta，Scholz，Schwarzer，Fuhrmann，Kiwus，

& Völ ler，2005；  Sniehotta，Schwarzer，Scho lz，& Schüz，2005）。

しかしながら，脳卒中者を対象とした検討はまだおこなわれていない。 

 

行動変容を支援するプログラム開発の手続き  

 竹中（ 2012b； 2016）は，行動変容プログラムの開発から実践，評

価に至る流れを Figure  2‐ 3 のように示している。まず，プログラム

開発の基礎資料を得ることを目的として，フォーマティブ・リサーチ

を実施する。フォーマティブ・リサーチには，過去に公刊された調査

報告書の利用，経験からの検討，および各種調査からの検討がある。

それらの結果に基づき，行動変容理論・モデルを選択し，プログラム

の開発をおこなっていく。つまり，在宅脳卒中者の活動性向上を支援

する行動変容型介入プログラムの開発においては，フォーマティブ・

リサーチに基づき，活動性向上の機序を理解した上で，プログラムの

開発をおこなうべきである。  
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F igure  2‐ 3 行動変容プログラムの開発から実践，評価に至る流れ  

                        （竹中， 2012b）  
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本章のまとめ  

 在宅脳卒中者の QOL 向上には，活動性に着目した介入が有効であ

ると考えられる。リハビリテーションの現状から，在宅脳卒中者の活

動性の向上を支援する介入においては，脳卒中者の自立的な活動性の

向上を促す行動変容型の介入プログラムが望まれる。在宅脳卒中者の

活動性向上を支援する行動変容型介入プログラムの開発に先立ち，フ

ォーマティブ・リサーチをおこない，活動性向上の機序を理解する必

要がある。  

つづく第 3 章では，在宅脳卒中者の活動性向上を支援する行動変容

型介入プログラム開発のための基礎資料を得ることを目的として，フ

ォーマティブ・リサーチをおこなう。  
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第 3 章  介入プログラム開発のためのフォーマティブ・リサーチ  

 第 3 章では，「在宅脳卒中者の活動性向上を支援する行動変容型介

入プログラム」の開発における基礎資料を得ることを目的として，フ

ォーマティブ・リサーチをおこなう。具体的には，第 1 節において，

在宅脳卒中者の活動性向上を支援する介入の動向を概観し，介入プロ

グラム開発に先立つ課題を整理する（研究Ⅰ）。第 2 節では，脳卒中

者の活動性の関連要因および活動性が QOL に与える影響について，

質的および量的に検討をおこなう（研究Ⅱおよび研究Ⅲ）。第 3 節で

は，活動性に対する属性の影響を検討する（研究Ⅳ）。  

 

第 1 節  在宅脳卒中者の活動性向上を支援する介入の動向（研究Ⅰ） 

 本節では，在宅脳卒中者の活動性向上を支援する介入の動向を概観

し，介入プログラム開発に先立つ課題を整理する。  

 

方法  

１．文献の抽出  

 研究Ⅰにおける文献抽出の手続きを Figure  3‐ 1 に示す。国内の文

献については，国立情報学研究所の提供する CiNi i，医学中央雑誌刊

行会の提供する医中誌 web，および独立行政法人科学技術振興機構の

提供する JMEDPlus を用いた。国外の文献収集については，National  

Library o f  Medic ine が提供する PubMed および MEDLINE，

American psycho logi ca l  Assoc iat ion の提供する PsycINFO を用いた。

文献の抽出および文献表の作成は，健康心理学およびリハビリテーシ

ョン学を専門とする大学院生 1 名がおこなった。その後，健康心理学

および行動変容を専門とする教員 2 名が文献抽出および文献表の確認  
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F i gure  3‐ 1 対象文献の抽出過程  
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をし，指摘事項について修正をおこなった。  

 

２．検索キーワード  

 国内文献については，脳卒中  AND （活動  OR 参加）  AND 

介入とした。また，国外文献については，Stroke AND community 

AND （ act ivi ty OR act iv i t i es OR part ic ipat ion）  AND  

intervent ion とした。なお，検索キーワードの設定においては，

Medica l  Sub ject  Head ing（ MeSH）を参考にした。  

 

３．文献収集期間  

 文献の収集は， 2016 年 5 月から 6 月におこなった。最終検索日は

2016 年 6 月 30 日であった。  

 

４．分析  

 介入に用いられている理論・モデルは，本文中より理論およびモデ

ル名を抽出した。理論およびモデル名の記載がないものについては，

理論およびモデルの構成要素である行動変容技法の使用の有無を確

認した。行動変容技法は，Michie  et  a l．（ 2013）による行動変容技法

の 16 の分類（ Table  3‐ 1）に基づき，本文内の方法に記載のある内

容を解釈した。  

 

結果  

 研究Ⅰでは，最終的に Table  3‐ 2 に示す 28 編の文献が抽出された。 
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Tabl e  3‐ 1 行動変容技法（ Mi ch ie  e t  a l．（ 2013）に基づき著者作成） 

 

 

 

 

番号 　　ラベル 定義

1.1 目標設定（行動） 達成すべき目標への合意。

1.2 問題解決 行動に影響を与える要因，バリアの克服やファシリテーターの向上を含む戦略の生成や選択。

1.3 目標設定(結果） 望ましい行動における肯定的な結果の観点で定義された目標への合意。

1.4 行動計画 行動へのプロンプトの詳細な計画。

1.5 行動目標の見直し 結果にあわせて，目標や行動変容戦略の変更の検討。

1.6 現在の行動と目標の間の不一致 現在の行動と，あらかじめ設定された成果目標，行動目標あるいは行動計画間の不一致への注意。

1.7 結果目標の見直し 結果を踏まえて目標の変更の検討。

1.8 行動の予約 動作の実行に対する行動の仕様書の作成，合意，他人の立ち会い。

1.9 コミットメント 行動変容のための確約または約束の確認。

2.1 フィードバックのない
他者による行動のモニタリング 行動と行動変容戦略の一環としての知識の観察または記録。

2.2 行動へのフィードバック モニタリングと行動に有益な評価的フィードバック。

2.3 行動のセルフモニタリング 行動変容戦略の一環としての行動記録のモニタリング。

2.4 結果のセルフモニタリング 行動変容戦略の一環としての行動結果のモニタリング。

2.5 フィードバックのない
他者による結果のモニタリング

行動の結果と行動変容戦略の一環としての知識の観察または記録。

2.6 バイオフィードバック 行動変容戦略の一環として，外部のモニタリング機器を用いた，身体（生理学的または生化学的な状態）に
ついてのフィードバック。

2.7 結果へのフィードバック 行動の結果についてのモニタリングおよびフィードバック。

3.1 ソーシャルサポート（不特定） 行動の実行に対する，友人，親戚，同僚，仲間，スタッフによるソーシャルサポートの提供，
または非偶発的な賞賛や報酬。励ましやカウンセリングを含むが，行動に向けられているものに限る。

3.2 ソーシャルサポート（実用的） 友人，親戚，同僚，仲間，スタッフによる行動実行のための実用的な支援の提供。

3.3 ソーシャルサポート（感情的） 友人，親戚，同僚，仲間，スタッフによる行動実行のための感情的な支援の提供。

4.1 行動の実行方法についての指示 どのように行動を実行するかについての助言や同意。

4.2 先行条件に関する情報 確実に行動の実行を予測する，社会環境的状況やイベント，感情，認知などの先行条件に関する情報の提供。

4.3 再帰属 行動の原因の追究および代替説明の提示。

4.4 行動の試行 データの収集と解析による，行動の原因と結果の特定方法についての助言。

1.　目標・計画の設定

2.　フィードバック・モニタリングの提供

3.　ソーシャルサポートの提供

4.　知識の形成
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Table  3‐ 1 行動変容技法  

（ Michie  e t  a l．（ 2013）に基づき著者作成）（つづき）  

 

 

 

番号 　　ラベル 定義

5.1 健康への影響についての情報 行動実行の健康的結果についての情報提供（文書，口頭，視覚）。

5.2 結果の顕著性 思い出しやすいことを目的として，具体的に行動の実行の結果の強調。

5.3 社会・環境的影響についての情報 行動実行の社会・環境的結果についての情報提供（文書，口頭，視覚）。

5.4 感情的影響のモニタリング 行動実行後の気持ちについての手がかり。

5.5 予測される後悔 望ましくない行動を行った場合の将来における後悔に対する意識の漸増。

5.6 感情的な影響についての情報 行動実行の感情的結果についての情報提供（文書，口頭，視覚）。

6.1 行動のデモンストレーション 直接または間接的に行動の実施を観察できるサンプルの提供。

6.2 社会的比較 自身の実行との比較ができるような，他者の行動への注目。

6.3 他者の承認についての情報 他の人が行動についてどう思うかの情報の提供。

7.1 プロンプト・合図 行動の合図やきっかけにする目的での環境・社会的刺激。

7.2 報酬が知らせる合図 確実に報酬が行動の後にあると予測できる環境刺激。

7.3 プロンプト・合図の削減 行動を実行するよう，段階的なプロンプトの削減。

7.4 報酬の除去 報酬と望まない行動の分離。

7.5 嫌悪刺激の除去 行動変容を促進するための嫌悪刺激の除去。

7.6 飽和 望まない行動を減らすための刺激への暴露。

7.7 暴露 後に生じる応答を軽減させるため，脅威刺激との対抗を提供。

7.8 連想的学習 中性刺激がその行動を誘発するまで，繰り返しの刺激提供。

8.1 行動の練習・リハーサル 習慣や技能を高めるために，実行が必要ない場面でおこなう，プロンプトリハーサルや行動実施の
リハーサル。

8.2 行動の置換 望ましくない行動と，望ましい行動または中立的な行動のプロンプトとの置き換え。

8.3 習慣形成 行動を誘発するように，プロンプトリハーサルや同じ状況での行動の繰り返し。

8.4 習慣の逆転 望まない習慣の代替行動のプロンプトリハーサルと繰り返し。

8.5 オーバーコレクション 誇張された方法で望ましい行動の繰り返し。

8.6 ターゲット行動の般化 特定の状況で実行されている望ましい行動を，別の状況でも実施するような助言。

8.7 段階的なタスク 行動が実行されるまで，簡単に達成できる課題から徐々におこなう難易度の操作。

9.1 信頼できる供給源 行動に対して好意的な信頼できる供給源からの，口頭もしくは視覚的情報の提示。

9.2 プロズとコンズ 行動変容を望む理由と望まない理由の比較。

9.3 将来の結果のイメージとの比較 行動を変えた場合と望まない行動を続けた場合の結果の想像に対するアドバイスやプロンプト。

7.　関連付けられた合図の提供

8.　繰り返しおよび行動の置換

9.　結果の比較

6.　行動の比較

5.　予期される結果への意識づけ
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Table  3‐ 1 行動変容技法  

（ Michie  e t  a l．（ 2013）に基づき著者作成）（つづき）  

 

 

 

 

番号 　　ラベル 定義

10.1 実質的動機（行動） 行動を実施または努力状況によって，金銭，クーポンなどの価値のあるものが提供されるという情報。

10.2 実質的報酬（行動） 行動を実施または努力状況によって，金銭，クーポンなどの価値のあるものが提供されるという手配。

10.3 不特定の報酬 行動の実施または努力に対する報酬の手配。

10.4 社会的報酬 行動の実施または努力に対する言語または非言語的報酬の手配。

10.5 社会的動機 行動の実施または努力に対し言語または非言語的報酬が与えられるという情報。

10.6 不特定の動機 行動の実施または努力に対し報酬が与えられるという情報。

10.7 自己動機 行動の実施または努力に対して自分を報いる計画の立案。

10.8 動機（結果） 行動達成に対して報酬があるという情報。

10.9 自己報酬 行動の実施または努力に対する自己賞賛・自己報酬のプロンプト。

10.10 報酬（結果） 行動達成に対する報酬。

10.11 将来の罰 望まない行動実施の結果としての報酬の除去や罰についての情報（恐怖喚起を含む）。

11.1 薬理学的サポート 行動変容の促進のために薬の使用の推奨。

11.2 ネガティブ感情の低減 行動の実施を促進するためのネガティブ感情を低減させる方法についての助言。

11.3 精神的な資源の保護 行動変容促進のための精神的な要求を最小限にする方法についての助言。

11.4 逆説的指導 行動に対する意欲を低下させる目的で，望まない行動を行わせるような助言。

12.1 物理的環境の再構築 望ましい行動の促進，または望まない行動のバリアのための物理的環境の変更または変更の助言。

12.2 社会的環境の再構築 望ましい行動の促進，または望まない行動のバリアのための社会的環境の変更または変更の助言。

12.3 回避・行動のための手がかり
への暴露の削減

行動のための社会的・物理的手がかりへの暴露を抑える方法についての助言。

12.4 気晴らし 望ましくない行動の発現を回避するために，他に気を向けるような助言。

12.5 環境へのオブジェクトの追加 行動実施を促進するための，環境へのオブジェクトの追加。

12.6 ボディチェンジ 行動実施を促進するための，体の機能やサポートの変更。

13.1 ロールモデルとしての自己の同定 自分の行動が他人の例となるという情報。

13.2 フレーミング・リフレーミング 行動の実行における感情や認識を変更する目的で行動の新しい視点や視点の意図的な導入の提案。

13.3 互換性のない信念 不快感を作り出すために，現在または過去の行動とセルフイメージの間の不一致への注意。

13.4 アイデンティティに価値を
持たせる

行動変容戦略の一環としての，アイデンティティの肯定。

13.5 変更された行動とアイデン
ティティを関連付ける

望ましくない行動に従事していたというアイデンティティを構築するような助言。

13.　自己価値の確認

10.　報酬の提供

11.　統制への助言

12.　先行要件の操作
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番号 　　ラベル 定義

14.1 行動のコスト 望まない行動が行われた場合におこなわれる価値あるものの除去。

14.2 罰 望ましく行動実施に嫌な結果の付帯。

14.3 報酬の除去 望ましくない行動を実施した場合報酬の提供の中止。

14.4 報酬の近似 徐々に望ましい行動に近づくにつれおこなわれる報酬の漸増。

14.5 報酬の完了 最終行動に続く報酬の配置。

14.6 状況固有の報酬 固有の状況における報酬の提供。

14.7 互換性のない行動への報酬 前の状況への反応に互換性のない報酬の提供。

14.8 代替行動への報酬 望ましくない行動の代替行動への報酬の提供。

14.9 報酬の頻度の削減 行動の期間または頻度の増加に対する偶発的に報酬の提供。

14.10 罰の除去 望ましい行動実施における不快な結果の除去。

15.1 能力についての言語的説得 望ましい行動の実施が成功するように，自己疑念に対し成功できるとする主張。

15.2 成功行動のメンタルリハーサル 関連するコンテキストで成功裡に動作を行う想像の練習。

15.3 過去の成功への着目 行動実行における，以前の成功（またはその一部）を考えるような助言。

15.4 セルフトーク 行動中または実行前におこなう，ポジティブなセルフトーク。

16.1 架空の罰 現実的状況での望ましくない行動の実行後の不快な結果をイメージするような助言。

16.2 架空の報酬 現実的状況での望ましい行動の実行後のよい結果をイメージするような助言。

16.3 代理的な結果 行動を行う他者の結果（賞罰を含むこと）の観察。

14.　予め決められた結果の提供

15.　セルフ・ビリーフの促進

16.　内潜学習の促進



第 3 章 

29 

 

 

著
者
（
発
行
年
）

実
験

計
画

介
入
内
容

対
象
者

発
症
か
ら
の
期
間

行
動
変
容
理
論

行
動
変
容
技
法

介
入
頻
度

介
入
期
間

介
入
提
供
場
所

評
価
の
内
容

評
価
指
標

活
動
お
よ
び
参
加
状
況
に
関
わ
る
主
な
知
見

W
ad

e　
et

 a
l．
（

1
9
9
2
）

R
C

T
理
学
療
法
士
に
よ
る
問
題
解
決
介
入

【
介
入
群
】

　
4
9
名
（
男
性

2
7
名
，

7
2
.3

±
9
.7
歳
）

【
統
制
群
】

　
4
5
名
（
男
性

2
0
名
，

7
2
.0

±
1
0
.6
歳
）

【
介
入
群
】

　
5
3
.1

±
2
9
.5
ヵ
月

【
統
制
群
】

　
5
9
.6

±
3
5
.3
ヵ
月

―
・
目
標
・
計
画
の
設
定

・
ソ
ー
シ
ャ
ル
サ
ポ
ー
ト

平
均

4
±

2
.5
回

平
均
介
入
時
間

:

全
2
時
間

4
分

±
2
8
分

自
宅

社
会
活
動
実
施
頻
度

F
re

nc
ha

y 
A

ct
iv

ity
 I

nd
ex

社
会
活
動
に
群
間
の
差
な
し
（

p
>

.0
5
）
。

F
o
rs

te
r 

&
 Y

o
un

g 
（

1
9
9
6
）

R
C

T
専
門
看
護
師
に
よ
る
，
目
標
設
定
，
問
題
解
決
，
具
体

的
な
問
題
に
対
す
る
ア
ド
バ
イ
ス
を
含
む
訪
問
介
入

【
介
入
群
】

　
1
2
0
名
　
（
男
性

6
6
名
，

7
3
歳
）

【
統
制
群
】

　
1
2
0
名
　
（
男
性

6
1
名
，

7
3
歳
）

―
―

・
目
標
・
計
画
の
設
定

・
知
識
の
形
成

全
7
回

6
ヵ
月

自
宅

社
会
活
動
実
施
頻
度

F
re

nc
ha

y 
A

ct
iv

ity
 I

nd
ex

中
等
度
の
障
害
レ
ベ
ル
の
患
者
（

B
ar

th
el

 in
d
ex

1
5
-1

9
）
に
お
い
て
は
，
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
か
ら

3
ヵ

月
後
（

p
=

.0
4
）
お
よ
び

6
ヵ
月
後

(p
=

.0
3
)の

社

会
活
動
得
点
が
介
入
群
で
有
意
に
高
値
。

W
id

én
 H

o
lm

q
vi

st
　

et
 a

l．
（

1
9
9
8
）

R
C

T
在
宅
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

通
所
型
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

【
在
宅
群
】

　
4
1
名
　
（
男
性

2
2
名
，

7
0
.8

±
7
.6
歳
）

【
通
所
群
】

　
4
0
名
　
（
男
性

2
2
名
，

7
2
.6

±
8
.9
歳
）

―
―

―
3
-4
ヵ
月

自
宅

社
会
活
動
実
施
頻
度

F
re

nc
ha

y 
A

ct
iv

ity
 I

nd
ex

在
宅
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
と
通
所
型
リ
ハ
ビ

リ
テ
ー
シ
ョ
ン
で
は
，

3
ヵ
月
後
の
社
会
活
動
に

有
意
な
差
な
し
（

p
=

.1
6
）
。

M
ay

o
　

et
 a

l．
（

2
0
0
0
）

R
C

T
退
院
後
の
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
お
よ
び
看
護
サ
ー
ビ

ス
介
入

【
介
入
群
】

　
5
8
名
　
（
男
性

3
7
名
，

7
0
.3

±
1
2
.7
歳
）

【
統
制
群
】

　
5
6
名
　
（
男
性

4
0
名
，

6
9
.6

±
1
2
.7
歳
）

―
―

―

退
院
後

4
週
間

平
均
介
入
回
数

:理
学
療
法

6
回
，

作
業
療
法

4
回
，

言
語
聴
覚
療
法

2
回
，

看
護

2
.5
回

自
宅

参
加
状
況

R
ei

nt
eg

ra
tio

n 
to

 N
o
rm

al
 L

iv
in

g 
In

d
ex

介
入

1
ヵ
月
後
か
ら

3
ヵ
月
後
に
か
け
て
の
介
入

群
の
参
加
状
況
の
向
上
は
，
統
制
群
に
比
べ
，

有
意
に
向
上
（

F
(2

,9
4
)=

5
.4

1
, 

p
=

.0
0
6
)。

R
o
d
er

ic
k
　

et
 a

l．
（

2
0
0
1
）

R
C

T
在
宅
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

デ
イ
ホ
ス
ピ
タ
ル
で
の
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

【
在
宅
群
】

　
6
6
名
　
（
男
性

3
3
名
，

7
8
.3
歳
）

【
デ
イ
ホ
ス
ピ
タ
ル
群
】

　
7
4
名
　
（
男
性

3
2
名
，

7
9
.6
歳
）

―
―

―
―

自
宅

デ
イ
ホ
ス
ピ
タ
ル

社
会
活
動
実
施
頻
度

F
re

nc
ha

y 
A

ct
iv

ity
 I

nd
ex

在
宅
で
の
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
方
が
，
デ

イ
ホ
ス
ピ
タ
ル
で
の
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
に

比
し
，
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
か
ら

6
ヵ
月
後
に
か
け
て

の
社
会
活
動
の
変
化
量
が
大
き
い
傾
向

（
p

=
.0

9
）
。

G
re

en
　

et
 a

l．
（

2
0
0
2
）

R
C

T
理
学
療
法
（
歩
行
練
習
，
運
動
療
法
，
バ
ラ
ン
ス
練

習
，
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
，
機
能
練
習
な
ど
）
介
入

【
介
入
群
】

　
8
5
名
　
（
男
性

4
9
名
，

7
1
.5

±
8
.7
歳
）

【
統
制
群
】

　
8
5
名
（
男
性

4
6
名
，

7
3
.5

±
8
.3
歳
）

―
―

―
最
長

1
3
週
間

自
宅
ま
た
は

外
来
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー

社
会
活
動
実
施
頻
度

F
re

nc
ha

y 
A

ct
iv

ity
 I

nd
ex

介
入

3
ヵ
月
後
（

p
=

.5
2
）
，

6
ヵ
月
後

（
p

=
.1

9
）
，

9
ヵ
月
後
（

p
=

.1
9
）
の
社
会
活
動

に
群
間
の
差
な
し
。

K
at

z-
L

eu
re

r　
et

 a
l．
（

2
0
0
3
）

R
C

T
エ
ル
ゴ
メ
ー
タ
ー
を
用
い
た
有
酸
素
運
動

　
9
2
名
　
（
男
性

5
0
名
，

6
3
±

1
1
歳
）

―
―

―

1
回

3
0
分
ま
で

週
3
回

8
週
間

病
院
入
院
中

社
会
活
動
実
施
頻
度

F
re

nc
ha

y 
A

ct
iv

ity
 I

nd
ex

6
ヵ
月
後
の
社
会
活
動
に
群
間
の
差
な
し

（
p

>
.0

5
）
。

F
ja

er
to

ft
　

et
 a

l．
（

2
0
0
4
）

R
C

T
入
院
中
の
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
お
よ
び
退
院
後
の

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
含
め
た
他
職
種
に
よ
る
拡
大
ス
ト

ロ
ー
ク
ユ
ニ
ッ
ト
ケ
ア

【
拡
大
ス
ト
ロ
ー
ク
ユ
ニ
ッ
ト
ケ
ア
群
】

　
1
3
6
名

【
通
常
介
入
群
】

　
1
2
8
名

発
症

7
2
時
間
以
内
よ
り
開
始

―
―

入
院
中
か
ら

退
院

3
ヵ
月
後
ま
で

脳
卒
中
ユ
ニ
ッ
ト
お
よ
び
自
宅

社
会
活
動

F
re

nc
ha

y 
A

ct
iv

ity
 I

nd
ex

1
年
後
の
社
会
活
動
に
群
間
の
差
な
し

（
p

=
.4

4
）
。

G
re

en
　

et
 a

l．
（

2
0
0
4
）

R
C

T
在
宅
理
学
療
法

【
介
入
群
】

　
1
3
4
名
　
（
男
性

7
6
名
，

7
7
1
.8

±
9
.1
歳
）

【
統
制
群
】

　
1
3
0
名
（
男
性

6
6
名
，

7
2
.9

±
9
.1
歳
）

【
介
入
群
】

　
2
6
ヵ
月

【
統
制
群
】

　
2
0
ヵ
月

―
―

3
ヵ
月

自
宅

社
会
活
動
実
施
頻
度

F
re

nc
ha

y 
A

ct
iv

ity
 I

nd
ex

ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
か
ら
介
入

3
ヵ
月
後
に
か
け
て
，

社
会
活
動
に
差
な
し
（

p
>

.0
5
）
。

L
o
ga

n　
et

 a
l．
（

2
0
0
4
）

R
C

T
外
出
に
お
け
る
バ
リ
ア
の
評
価
，
目
標
の
交
渉
，
目
標

達
成
の
た
め
の
介
入
お
よ
び
情
提
供
を
行
う
在
宅
作
業

療
法

【
介
入
群
】

　
8
6
名
　
（
男
性

4
0
名
，

7
4
±

8
.4
歳
）

【
統
制
群
】

　
8
2
名
　
（
男
性

5
1
名
，

7
4
±

8
.6
歳
）

【
介
入
群
】

　
1
1
±

8
.4
ヵ
月

【
統
制
群
】

　
1
0
±

9
.0
ヵ
月

―
・
目
標
・
計
画
の
設
定

・
知
識
の
形
成

全
7
回

最
大

3
ヵ
月

自
宅

外
出
頻
度

趣
味
活
動
実
施
頻
度

外
出
回
数

N
o
tt
in

gh
am

 le
is

ur
e 

q
ue

st
io

nn
ai

re

4
ヵ
月
後
（

p
<

.0
1
）
，

1
0
ヵ
月
後
（

p
<

.0
1
)と

も

介
入
群
の
方
が
外
出
頻
度
が
高
い
。

P
an

g　
et

 a
l．
（

2
0
0
5
）

R
C

T
グ
ル
ー
プ
ベ
ー
ス
（

9
～

1
2
名
）
の
運
動
（
有
酸
素
運

動
，
筋
力
強
化
，
バ
ラ
ン
ス
練
習
）
介
入

【
介
入
群
】

　
3
2
名
　
（
男
性

1
9
名
，

6
5
.8

±
9
.1
歳
）

【
統
制
群
】

　
3
1
名
　
（
男
性

1
8
名
，

6
4
.7

±
8
.4
歳
）

【
介
入
群
】

　
5
.2

±
5
.0
年

【
統
制
群
】

　
5
.1

±
3
.6
年

―
―

1
回

1
時
間

週
3
回

1
9
週
間

公
民
館

活
動
強
度

P
hy

si
ca

l A
ct

iv
ity

 S
ca

le
 f
o
r 

In
d
iv

id
ua

ls

w
ith

 P
hy

si
ca

l D
is

ab
ili

tie
s

活
動
強
度
に
群
間
の
差
な
し
（

p
=

.4
5
)。

R
C

T
：

R
ab

d
o

m
iz

ed
 C

o
n
tr

o
l 
T

ri
al

T
a

b
le

 3
‐

2
　
在
宅
脳
卒
中
者
の
活
動
性
向
上
を
支
援
す
る
介
入
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著
者
（
発
行
年
）

実
験

計
画

介
入
内
容

対
象
者

発
症
か
ら
の
期
間

行
動
変
容
理
論

行
動
変
容
技
法

介
入
頻
度

介
入
期
間

介
入
提
供
場
所

評
価
の
内
容

評
価
指
標

活
動
お
よ
び
参
加
状
況
に
関
わ
る
主
な
知
見

T
ho

rs
én
　

et
 a

l．
（

2
0

0
5
）

R
C

T
在
宅
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

【
介
入
群
】

　
3

0
名
　

(男
性

1
5
名
，

7
1
歳
）

【
統
制
群
】

　
2

4
名
　
（
男
性

1
4
名
，

7
1
歳
）

―
―

―
平
均

1
4
週
間

全
1

2
回

自
宅

社
会
活
動
実
施
頻
度

F
re

nc
ha

y 
A

ct
iv

ity
 I

nd
ex

5
年
後
の
社
会
活
動
に
群
間
の
差
な
し

（
p

=
0

.2
5
）
。

P
et

te
rs

so
n　

et
 a

l．
（

2
0

0
6
）

P
P

D
電
動
車
椅
子
の
提
供

　
3

2
名
　
（
男
性

2
2
名
，

6
7
歳
）

　
5

6
ヵ
月

―
―

提
供
後
継
続
使
用

自
宅

活
動
お
よ
び
参
加
に
お
け
る
問
題
の

数

ca
te

go
ri

se
 r

ep
o

rt
ed

 a
ct

iv
iti

es
 a

nd

p
ar

tic
ip

at
io

n 
p

ro
b

le
m

s

ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
か
ら

4
ヵ
月
後
に
か
け
て
，
活
動

お
よ
び
参
加
に
お
け
る
問
題
の
数
が
減
少
。

D
es

ro
si

er
s　

et
 a

l．
（

2
0

0
7
）

R
C

T

作
業
療
法
士
，
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
療
法
士
に
よ
る
，

余
暇
活
動
の
重
要
性
，
余
暇
活
動
の
価
値
・
態
度
・

能
力
の
把
握
，
代
替
案
等
実
施
に
向
け
た
能
力
開
発

を
構
成
要
素
と
す
る
，
自
宅
で
の
余
暇
活
動
教
育
プ
ロ

グ
ラ
ム

【
介
入
群
】

　
2

9
名
　
（
男
性

1
6
名
，

7
0

.0
±

1
0

.2
歳
）

【
統
制
群
】

　
2

7
名
　
（
男
性

1
2
名
，

7
0

.0
±

1
2

.0
歳
）

【
介
入
群
】

　
2

4
.5

±
2

5
.7
ヵ
月

【
統
制
群
】

　
3

2
.7

±
3

7
.8
ヵ
月

―
・
知
識
の
形
成

・
報
酬
の
提
供

週
1
回

8
-1

2
週
間

自
宅

余
暇
活
動
時
間

週
当
た
り
の
余
暇
活
動
実
施
時
間

プ
ロ
グ
ラ
ム
終
了
時
に
お
い
て

1
週
間
当
た
り
の

積
極
的
な
余
暇
活
動
時
間
は
，
介
入
群
の
方
が

有
意
に
長
く
，
統
制
群
よ
り
平
均

1
4
分
長
い

（
p

=
.0

1
 ）
。

P
lu

m
m

er
　

et
 a

l．
（

2
0

0
7
）

P
P

D
免
荷
式
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
を
用
い
た
歩
行
練
習
（

2
0

-3
0

分
）
お
よ
び
自
宅
で
の
運
動
指
導
（

1
0

-1
5
分
）

　
7
名
　
（
男
性

3
名
，

5
4

.7
±

1
5

.4
歳
）

　
5

.1
±

1
.2
ヵ
月

―
―

1
回

4
5
分
程
度

週
3
回

1
2
週
間

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー

歩
数

歩
数

中
等
度
の
歩
行
障
害
者
の

6
1
％
は
介
入
前
か
ら

介
入
後
に
か
け
て
一
日
の
歩
数
が
増
加
。

重
度
の
歩
行
障
害
者
は
介
入
前
か
ら
介
入
後
に

か
け
て
歩
数
が

3
倍
に
増
加
。

S
it　

et
 a

l．
（

2
0

0
7
）

Q
E

D

看
護
師
が
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
を
と
な
っ
て
お
こ
な

う
，
再
発
予
防
を
目
的
と
し
た
目
標
設
定
お
よ
び
行
動

計
画
に
焦
点
を
当
て
た
グ
ル
ー
プ
（

1
0

-1
2
名
）
教
育
介

入

【
介
入
群
】

　
1

0
7
名
　
（
男
性

5
5
名
，

6
2

.8
3

±
1

0
.2

5
歳
）

【
統
制
群
】

　
8

3
名
　
（
男
性

5
0
名
，

6
4

.0
2

±
1

2
.0

3
歳
）

―
―

・
目
標
・
計
画
の
設
定

1
回

2
時
間

全
8
回

地
域

身
体
活
動
実
施
頻
度

E
xe

ci
se

 s
ca

le

統
制
群
の
歩
行
時
間
は
，
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
か
ら

介
入

3
ヵ
月
後
に
か
け
て
低
下
し
た
（

p
=

.0
2
）

の
に
対
し
，
介
入
群
で
は
，
変
化
な
し

（
p

=
.9

6
）
。

H
ar

ri
ng

to
n　

et
 a

l．
（

2
0

1
0
）

R
C

T
運
動
（

1
時
間
）
と
目
標
設
定
（

1
時
間
）
か
ら
な
る

グ
ル
ー
プ
介
入

【
介
入
群
】

　
1

1
9
名
　
（
男
性

6
5
名
，

7
1

±
1

0
.5
歳
）

【
統
制
群
】

　
1

2
4
名
　
（
男
性

6
7
名
，

7
0

±
1

0
.2
歳
）

―
―

・
目
標
・
計
画
の
設
定

・
繰
り
返
し
お
よ
び
行
動
の
置
換

1
回

2
時
間

週
2
回

8
週
間

公
民
館

社
会
活
動
実
施
頻
度

F
re

nc
ha

y 
A

ct
iv

ity
 I

nd
ex

介
入
群
の
社
会
活
動
は
，
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
と

9
週

後
（

p
<

.0
1
）
，
お
よ
び
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
と

6
ヵ

月
後
（

p
<

.0
1
）
に
差
有
り
。

統
制
群
の
社
会
活
動
は
，
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
か
ら

6
ヵ
月
後
（

p
<

.0
5
）
の
得
点
に
差
有
り
。

社
会
活
動
に
群
間
の
差
な
し
（

p
>

.0
5
）
。

M
o

o
re
　

et
 a

l．
（

2
0

1
0
）

R
C

T
免
荷
式
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
を
用
い
た
歩
行
練
習

　
2

0
名
　
（
男
性

1
4
名
，

5
0

±
1

5
歳
）

　
1

3
±

8
ヵ
月

―
―

週
2

-5
回

4
週
間

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー

歩
数

歩
数

介
入
前
後
の
歩
数
の
変
化
は
介
入
群
の
方
が
有

意
に
大
き
く
，
介
入
群
で
は
，
介
入
後
に
歩
数

が
2

5
％
増
加
（

p
<

.0
0

1
）
。

H
ar

w
o

o
d
　

et
 a

l．
（

2
0

1
1
）

R
C

T

【
T

ak
in

g 
ch

ar
ge

 s
es

si
o

n】

危
険
因
子
や
日
常
生
活
に
関
す
る
情
報
と
、
個
人
の
目

標
設
定
の
促
進
か
ら
な
る
冊
子
を
用
い
た
個
別
介
入

【
D

V
D
】

脳
卒
中
者
と
家
族
が
困
難
の
克
服
，
個
人
や
家
族
の
回

復
の
た
め
の
役
割
、
活
動
や
参
加
の
勧
め
、
資
源
の
あ

る
場
所
に
つ
い
て
の
情
報
を
語
っ
て
い
る
内
容
の

D
V

D

を
提
供

【
T

ak
in

g 
ch

ag
e 

se
ss

io
n群

】

　
4

6
名
　
（
男
性

1
7
名
，

6
1

.1
±

1
2

.7
歳
）

【
D

V
D
群
】

　
4

8
名
　
（
男
性

2
8
名
，

6
1

.6
±

1
3

.7
歳
）

【
両
介
入
群
】

　
3

9
名
　
（
男
性

1
8
名
，

6
1

.1
±

1
3

.9
歳
）

【
統
制
群
】

　
3

9
名
　
（
男
性

1
9
名
，

6
1

.3
±

1
4

.8
歳
）

―
―

【
T

ak
in

g 
ch

ar
ge

 s
es

si
o

n群
】

・
目
標
・
計
画
の
設
定

・
知
識
の
形
成

【
D

V
D
群
】

・
知
識
の
形
成

・
行
動
の
比
較

1
回

8
0
分

自
宅

地
域

社
会
活
動
実
施
頻
度

F
re

nc
ha

y 
A

ct
iv

ity
 I

nd
ex

T
ak

in
g 

ch
ar

ge
 s

es
si

o
n群

（
p

=
.1

9
）
，

D
V

D
群

（
p

=
.3

6
）
と
も
介
入

1
2
ヵ
月
後
に
お
け
る
主
効

果
な
し
。

D
ic

k
st

ei
n　

et
 a

l．
（

2
0

1
3
）

R
C

T

【
介
入
群
】

自
宅
，
屋
内
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
，
屋
外
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
ー
場
面
で
の
歩
行
の
イ
メ
ー
ジ

【
統
制
群
】

上
肢
使
用
場
面
の
イ
メ
ー
ジ

【
介
入
群
】

　
1

2
名
　
（
男
性

9
名
，

7
1

.3
歳
）

【
統
制
群
】

　
1

1
名
　
（
男
性

7
名
，

7
2

.2
歳
）

【
介
入
群
】

　
6

6
.3

±
3

9
.3
週
間

【
統
制
群
】

　
8

3
.4

±
5

5
.4
週
間

―
―

1
回

1
5
分

週
3
回

4
週
間

自
宅

歩
数

活
動
量

活
動
量

両
群
と
も
介
入
前
後
に
歩
数
お
よ
び
活
動
量
に

有
意
な
差
な
し
（

p
>

.0
5
）
。

S
ab

ar
ie

go
　

et
 a

l．
（

2
0

1
3
）

R
C

T
心
理
士
に
よ
る
，
障
害
の
理
解
お
よ
び
セ
ル
フ
・

エ
フ
ィ
カ
シ
ー
向
上
を
目
的
と
し
た
グ
ル
ー
プ
介
入

【
介
入
群
】

　
1

1
0
名
　
（
男
性

6
9
名
，

5
5

.3
±

1
2

.6
歳
）

【
統
制
群
】

　
1

0
3
名
　
（
男
性

4
6
名
，

5
9

.3
±

1
2

.7
歳
）

【
介
入
群
】

　
1

5
1

.1
±

3
9

9
.3
日

【
統
制
群
】

　
1

4
9

.5
±

6
3

4
.7
日

―
・
知
識
の
形
成

・
セ
ル
フ
・
ビ
リ
ー
フ
の
促
進

1
回

1
時
間

5
回

外
来
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

参
加
頻
度

S
tr

o
k

e 
Im

p
ac

t 
S

ca
le

セ
ル
フ
・
エ
フ
ィ
カ
シ
ー
（

p
<

.0
1
）
，
参
加

（
p

<
.0

1
）
に
時
期
の
主
効
果
が
確
認
さ
れ
た

が
，
群
間
の
差
な
し
。

R
C

T
：

R
ab

d
o

m
iz

ed
 C

o
n
tr

o
l 
T

ri
al
，

P
P

D
：

P
re

-P
o

st
 D

es
ig

n
，

Q
E

D
:Q

u
as

i-
E

x
p

er
im

en
ta

l 
D

es
ig

n

T
a

b
le
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 著
者
（
発
行
年
）

実
験

計
画

介
入
内
容

対
象
者

発
症
か
ら
の
期
間

行
動
変
容
理
論

行
動
変
容
技
法

介
入
頻
度

介
入
期
間

介
入
提
供
場
所

評
価
の
内
容

評
価
指
標

活
動
お
よ
び
参
加
状
況
に
関
わ
る
主
な
知
見

C
o
m

b
s-

M
ill

er
　

et
 a

l．
（

2
0
1
4
）

R
C

T

【
免
荷
式
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
群
】

　
免
荷
式
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
で
の
歩
行
練
習

【
地
面
歩
行
群
】

　
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
を
用
い
な
い
通
常
の
歩
行
練
習

【
免
荷
式
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
群
】

　
1
0
名

(男
性

4
名
，

5
6
.2

±
7
.6
歳
）

【
通
常
歩
行
群
】

　
1
0
名
（
男
性

7
名
，

6
5
.5

±
6
.2
歳
）

【
免
荷
式
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
群
】

　
6
2
.3

±
4
8
.6
ヵ
月

【
地
面
歩
行
群
】

　
6
0
.0

±
5
1
.7
ヵ
月

―
―

1
回

3
0
分

週
5
回

2
週
間

大
学

地
域

参
加
制
限

活
動
制
限

IC
F

 M
ea

su
re

 o
f 
P

ar
tic

ip
at

io
n 

an
d

A
C

T
iv

ity

地
面
歩
行
群
は
，
介
入
後
に
活
動
制
限
（

p

＝
.0

0
3
)が

有
意
に
減
少
し
，

3
ヵ
月
後
ま
で

維
持
。

参
加
制
限
に
変
化
な
し
（

p
>

.0
5
）
。

O
la

le
ye
　

et
 a

l．
（

2
0
1
4
）

R
C

T
ヘ
ル
ス
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
で
の
理
学
療
法

自
宅
で
の
理
学
療
法

【
ヘ
ル
ス
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
群
】

　
2
5
名
　
（
男
性

7
名
，

6
0
.6

±
1
0
.2
歳
）

【
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
群
】

　
2
7
名
　
（
男
性

1
7
名
，

6
1
.7

±
8
.4
歳
）

―
―

―
1
回

4
5
-6

0
分

1
0
週
間

ヘ
ル
ス
ケ
ア
セ
ン
タ
ー

自
宅

参
加
状
況

R
ei

nt
eg

ra
tio

n 
to

 N
o
rm

al
 L

iv
in

g 
In

d
ex

両
群
と
も
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
か
ら

1
0
週
間
後
に
か

け
て
参
加
状
況
が
向
上
し
た
（

p
=

.0
1
）
が
，
群

間
の
差
は
な
し
（

p
=

.9
0
）
。

F
o
rs

te
r　

et
 a

l．
（

2
0
1
5
）

R
C

T

L
o
ng

-t
er

m
 s

tr
o
k
e（

L
o
T

S
）

ca
re
と
い
う
問
題
を
特
定
す

る
た
め
の

1
6
の
質
問
へ
の
回
答
を
依
頼
し
，
抽
出
さ
れ

た
問
題
に
合
わ
せ
た
ケ
ア
プ
ラ
ン
を
作
成

【
介
入
群
】

　
4
0
1
名
　
（
男
性

2
1
5
名
，

7
0
.9

±
1
3
.2
歳
）

【
統
制
群
】

　
3
9
9
名
　

(男
性

2
1
8
名
，

7
2
.5

±
1
2
.8
歳
）

―
―

・
目
標
・
計
画
の
設
定

1
回

自
宅

社
会
活
動
実
施
頻
度

F
re

nc
ha

y 
A

ct
iv

ity
 I

nd
ex

介
入

6
ヵ
月
後
介
入

1
2
か
月
後
に
お
い
て
，
群
間

の
差
な
し
（

p
<

.0
5
）
。

M
ay

o
　

et
 a

l．
（

2
0
1
5
）

R
C

T

個
人
的
あ
る
い
は
社
会
的
な
資
源
（
サ
ポ
ー
ト
）
の
利

用
を
促
す

T
he

 G
et

tin
g 

o
n 

w
ith

 t
he

 R
es

t 
o
f 
Y

o
ur

 L
ife

:

M
is

si
o
n 

P
o
ss

ib
le

©
 p

ro
gr

am
と
い
う

グ
ル
ー
プ
介
入

【
介
入
群
】

　
9
3
名
　
（
男
性

5
7
名
，

6
1
±

1
2
歳
）

【
統
制
群
】

　
9
3
名
　
（
男
性

5
6
名
，

6
5
±

1
1
歳
）

【
介
入
群
】

　
2
.5

±
2
.2
年

【
統
制
群
】

　
3
.1

±
3
.1
年

―
・
目
標
・
計
画
の
設
定

・
ソ
ー
シ
ャ
ル
サ
ポ
ー
ト
の
提
供

週
2
回

3
ヵ
月

地
域

一
週
間
当
た
り
の
活
動
時
間

参
加
状
況

C
o
m

m
un

ity
 H

ea
lth

y 
A

ct
iv

iti
es

 M
o
d
el

P
ro

gr
am

 f
o
r 

S
en

io
rs

  
q
ue

st
io

nn
ai

re

R
ei

nt
eg

ra
tio

n 
to

 N
o
rm

al
 L

iv
in

g 
In

d
ex

群
間
の
差
は
確
認
さ
れ
ず
（

p
>

.0
5
）
，
全
て
の

対
象
者
で
活
動
時
間
お
よ
び
参
加
状
況
が
向
上

（
p

<
.0

5
）
。

E
ng

lis
h　

et
 a

l．
（

2
0
1
6
）

R
C

T

【
介
入
群
】

座
位
時
間
の
短
縮
を
促
す
動
機
づ
け
面
接
法
を
用
い
た

個
別
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

【
統
制
群
】

カ
ル
シ
ウ
ム
摂
取
を
促
す
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
提
供

【
介
入
群
】

　
1
9
名
　
（
男
性

1
3
名
，

6
5
.4

±
1
2
.3
歳
）

【
統
制
群
】

　
1
4
名
　
（
男
性

9
名
，

6
7
.8

±
1
3
.8
歳
）

【
介
入
群
】

　
2
.8

±
2
.6
年

【
統
制
群
】

　
4
.1

±
4
.3
年

―

【
介
入
群
】

・
ソ
ー
シ
ャ
ル
サ
ポ
ー
ト
の
提
供

【
統
制
群
】

・
知
識
の
形
成

全
4
回

（
介
入
時
，

1
週
間
，

3
週
間
，

7
週
間
後
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ

プ
）

自
宅

座
位
時
間

連
続
座
位
時
間

立
位
時
間

歩
行
時
間

身
体
活
動
量

活
動
量

介
入
後
の
座
位
時
間
（

p
=

.6
9
3
）
，
連
続
座
位

時
間
（

p
=

.8
2
1
）
，
立
位
時
間
（

p
=

.5
0
4
）
，

歩
行
時
間
（

p
＝

.9
0
7
）
，
身
体
活
動
量

（
p

=
.3

3
2
）
に
群
間
の
差
な
し
。

K
el

ly
　

et
 a

l．
（

2
0
1
6
）

R
C

T

【
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
＋
動
作
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
群
】

ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
で
の
高
速
歩
行
練
習
と
動
作
モ
ニ
タ

リ
ン
グ

【
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
群
】

ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
で
の
高
速
歩
行
練
習

【
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル

+
動
作
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
群
】

　
1
3
名
　
（
男
性

7
名
，

5
9
.1

±
8
.7
歳
）

【
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
群
】

　
1
4
名
　
（
男
性

8
名
，

5
8
.2

±
1
2
.4
歳
）

【
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル

＋
動
作
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
群
】

　
2
9
.4

±
2
1
.4
ヵ
月

【
ト
レ
ッ
ド
ミ
ル
群
】

　
5
0
.8

±
4
4
.1
ヵ
月

―
―

週
3
回

1
2
週
間

大
学

歩
数

歩
行
時
間

歩
数

歩
行
時
間

両
群
と
も
介
入
前
後
で
一
日
の
歩
数
、
歩
行
時

間
が
向
上
（

p
<

.0
5
）
。
群
間
の
差
な
し

（
p

>
.0

5
）
。

T
ie

le
m

an
s　

et
 a

l．
（

2
0
1
6
）

R
C

T

【
セ
ル
フ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（

S
M
）
群
】

困
難
な
場
面
に
対
す
る
プ
ロ
ア
ク
テ
ィ
ブ
ア
ク
シ
ョ
ン

プ
ラ
ン
の
立
案
を
中
心
と
す
る

P
la

n 
ah

ea
d
!と

い
う
グ

ル
ー
プ
介
入
お
よ
び
振
り
返
り
セ
ッ
シ
ョ
ン

【
教
育
群
】

ピ
ア
サ
ポ
ー
ト
，
脳
卒
中
の
結
果
，
脳
と
脳
卒
中
，
脳

卒
中
の
予
防
に
つ
い
て
の
教
育
介
入

【
S

M
群
】

　
5
8
名
　
（
男
性

2
6
名
，

5
5
.2

±
8
.9
歳
）

【
教
育
群
】

　
5
5
名
　
（
男
性

3
3
名
，

5
8
.8

±
8
.7
歳
）

【
S

M
群
】

　
1
5
.6

±
2
0
.9
ヵ
月

【
教
育
群
】

　
2
1
.9

±
3
4
.1
ヵ
月

―

【
S

M
群
】

・
目
標
・
計
画
の
設
定

【
教
育
群
】

・
知
識
の
形
成

【
S

M
群
】

　
1
回

2
時
間

　
1
0
週
間

　
全

7
回

【
教
育
群
】

　
1
回

1
時
間

　
1
0
週
間

　
全

4
回

病
院
ま
た
は

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー

参
加
頻
度

参
加
制
限

参
加
の
満
足
度

U
tr

ec
ht

 S
ca

le
 f
o
r 

E
va

lu
at

io
n 

o
f

R
eh

ab
ili

ta
tio

n-
P

ar
tic

ip
at

io
n

介
入

9
ヵ
月
後
に
お
い
て
，

S
M
群
は
，
教
育
介
入

群
に
比
し
参
加
制
限
が
少
な
い
傾
向
（

p
=

.0
2
6
,

p
<

.0
0
4
2
が
統
計
学
的
に
有
意
）
。

R
C

T
：

R
ab

d
o

m
iz

ed
 C

o
n
tr

o
l 
T

ri
al

T
a

b
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１．抽出文献の特徴  

国内文献は該当せず，すべてが諸外国における報告であった。もっ

とも古い文献は 1992 年の刊行であったが，2000 年代に入ってからの

報告が多く（ 25 編，89.3％），2014 年以降盛んに研究がおこなわれて

いることがうかがえた（ 7 編， 25.0％）。研究デザインは， RCT が多

かった（ 25 編，89.3％）。介入の提供方法についての検討（たとえば，

在宅リハビリテーションと通所リハビリテーションの比較）は 7 編

（ 25 . 0％），介入の内容についての検討は 21 編（ 75 .0％）であった。

活動性に対する有意な効果が確認された報告は， Forster  & Young

（ 1996），Mayo et  a l．（ 2000），Logan，Gladman，Avery，Walker，

Dyas，& Groom（ 2004），Desros iers，Noreau，Rochette，Carbonneau，

Fontaine，Viscog l i os i，& Bravo（ 2007），Si t，Yip，Ko，Gun，& Lee

（ 2007），および Moore  ， Roth， Ki l l ian， & Hornby（ 2010）の 6

編（ 21.4％）であった。  

 

２．介入の特徴  

介入をおこなった時期については，病院入院中が 2 編（ 7.1％），お

よび退院後が 26 編（ 92.9％）であった。退院後に介入をおこなって

いる 26 編においては，自宅での介入がもっとも多かった（ 15 編，

57.7％）。  

介入の内容について検討した 21 編においては，目標・計画の設定

などの教育的な介入を含むものが 12 編（ 57.1％），運動（理学療法含

む）のみの実施は 7 編（ 33.3％）であった。介入の形式は，グループ

での介入が 6 編（ 28 .6％），個別での介入が 15 編（ 71.4％）であった。

Table  3‐ 2 在宅脳卒中者の活動性向上を支援する介入（つづき）  
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いずれの介入も，作業療法士，レクリエーション療法士，および看護

師という専門職が介入者を務めていた。  

有意な効果が確認された 6 編のうち 4 編（ 66.7％）が教育的介入を

含んでいた。この 4 編においては個別での介入が多かった（ 3 編，

75.0％）。  

 

３．行動変容理論・モデルの適用状況  

 抽出された論文においては，行動変容理論・モデルについて記載が

ある文献は存在しなかった。一方，行動変容技法を用いている研究は

12 編（ 42.9%）存在した。  

有意な効果が確認された 6 編のうち，行動変容技法を用いている研

究は 4 編（ 66.6％）あった。用いられている行動変容技法は，目標・

計画の設定（ 3 編， 75.0％），知識の形成（ 3 編， 75.0％），および報

酬の提供（ 1 編， 25 .0％）であった。  

 

４．介入回数・期間および介入後調査期間  

 行動変容技法を用い，かつ有意な効果が確認された 4 編の研究にお

いては， 7‐ 12 回の介入回数，および少なくとも 8 週間の介入期間を

要していた。介入後調査をおこなった時期は，介入後から介入 10 ヵ

月後の間であった。  

 

５．評価指標  

 もっとも多く用いられていた活動性の指標は， Frenchay act ivi ty  

index（ Holbrook & Ski lbeck， 1983）であった（ 12 編， 42.9％）。次
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に多く用いられていた指標は，歩数あるいは活動量であった（ 5 編

17.9％）。  

 

考察  

 在宅脳卒中者の活動性向上を支援する介入において，行動変容理

論・モデルを用いた研究は存在しなかった。そのため，本レビューに

基づき，在宅脳卒中者の活動性向上を支援する介入プログラムの開発

において適用する行動変容理論・モデルを決定することはできなかっ

た。一方，効果が確認された介入において多く用いられていた行動変

容技法に，目標・計画の設定，および知識の形成があった。目標・計

画の設定，および知識の形成は，他のリハビリテーション対象者にお

いても用いられている技法である。たとえば，目標・計画の設定は，

上下肢の傷害（ Bassett  & Petr ie，1999），およびスポーツ傷害（ Evans  

& Hardy，2002）後の自主練習の継続において効果が確認されている。

また，知識の形成は，急性腰痛者の運動（ Schneiders， Zusman， & 

Singer，1998），尿失禁に対する骨盤底筋の筋力強化運動（ Alewi jnse，

Metsemarkers， Mesters， & van den Borne， 2003），および変形性

関節症者の運動（ Schoo， Morris， & Bui， 2005）の継続において効

果が示されている。さらに，目標・計画の設定は， Gol lwitzer  & 

Sheeran（ 2006）および Carraro  & Gaudreau（ 2013）のメタアナリ

シスによって，行動の達成に対する中等度以上の効果量が確認されて

いる。目標・計画の設定，および知識の形成という行動変容技法は，

脳卒中者の活動性向上を促す介入プログラムにおいても注目すべき

技法である。  
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介入の内容について検討した 21 編においては，いずれの介入も作

業療法士，レクリエーション療法士，および看護師という専門職が介

入者を務めていた。効果が確認された介入においては，個別介入が多

く採用されていた。脳卒中者に対する個別介入の必要性は， Jac qu i，

Stephen， & Sarah（ 2014）のレビューにおいても強調されている。

これは，脳卒中による後遺症の多様さによる。竹中（ 2 00 8， 2 01 2 b）

は，個別介入の利点として，個人に合ったアプローチができること，

相互作用が得られること，および環境コントロールが可能であること

などを挙げている。一方，個別介入の欠点としては，介入スタッフの

負担が大きいこと，およびリーチ（接触度）が狭いことなどがある。

脳卒中者を対象とした介入においては，負担が大きい，およびリーチ

が狭いという欠点はあるものの，後遺症が多様であるという特徴に基

づき，個人に合わせたアプローチができる個別介入を採用すべきであ

る。 Tie lemans  et  a l．（ 2015）は，在宅脳卒中者を対象とした目標・

計画の設定を促すグループ介入の実施後，プロセス評価をおこなった。

その結果，21％の介入において，十分な目標・計画の設定がおこなわ

れていなかったこと，およびプログラムに積極的に参加した脳卒中者

は 23％のみであったことを報告した。適切な行動変容技法の使用，お

よび積極的な参加を促すためにも，個別介入の実施が望まれる。  

効果が確認された研究においては， 7‐ 12 回，かつ 8 週間以上の継

続した介入期間を要していた。回復期リハビリテーション病院からの

退院後には，専門職による介入時間が減少する（厚生労働省，2015a）。

また，地域包括ケアシステム（厚生労働省， 2016c）の観点から，リ

ハビリテーション専門職による継続的な介入に依存しないで，活動性
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の向上を支援する方略が望まれている。これらの現状に鑑み，さらに

介入効率の良いプログラムの開発が望まれる。  

在宅脳卒中者の活動性向上を支援する介入の動向を概観し，介入プ

ログラム開発に先立つ課題として，以下の 2 点が明らかになった。そ

れらは，活動性向上の機序を明らかにする必要があること，および専

門職による個別介入を基本とし，介入効率のよいプログラムの開発が

必要であることの 2 点である。  

続く第 2 節では，在宅脳卒中者の活動性向上の機序を明らかにする

ことを目的として研究をおこなう。  

 

第 2 節  在宅脳卒中者の活動性の関連要因および QOL に与える影響

の検討  

 第 2 節では，在宅脳卒中者の活動性向上の機序を明らかにする。具

体的には，活動性の関連要因，および活動性が QOL に与える影響を

検討する。第 1 項においては，在宅脳卒中者へのインタビュー調査に

より，質的に検討をおこなう。第 2 項においては，質問紙調査を用い

て，量的に検討をおこなう。  

 

第 1 項  質的研究による検討（研究Ⅱ）  

 第 1 項では，質的研究にて，活動性の関連要因，および活動性が

QOL に与える影響を明らかにする。  

 

方法  

1．対象者  

対象者は，介護老人保健施設における通所リハビリテーションサー
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ビスの利用者，および自助リハビリテーションサークルの参加者より

募集した。採択基準は，脳卒中の既往があり，自宅で生活しており，

かつ口頭でのコミュニケーションが可能であることとした。  

 

2．手続き  

調査は， 1 対 1 での半構造化面接であった。面接は， 1 人 1 回 40

分程度おこなった。面接中の音声データは， IC レコーダー（ SONY

社製： ICD‐ TX650）に録音し，逐語録を作成した。  

 

3．調査内容  

年齢，性別，疾患名，麻痺側，発症からの期間，同居家族の有無，

屋内・屋外の移動手段，および屋内・屋外移動の自立度は，利用者記

録より情報を得た。半構造化面接における質問内容は，脳卒中発症か

らの経過，現在の生活様式，現在の生活において重要な活動とその理

由，であった。  

 

4．倫理的配慮  

対象者には，退院時に文書を用いて研究の目的，方法，および協力

の拒否や同意の撤回による不利益のないことを説明し，同意を得た。

研究Ⅱの実施にあたっては，早稲田大学，人を対象とする研究に関す

る倫理審査委員会（承認番号： 2014‐ 124），および協力施設研究倫理

審査委員会（承認番号： 027）の許可を得た。  

 

5．分析方法  

データの分析には，修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ
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を用いた。修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチは，データ

のバリエーションから分析概念を生成し，カテゴリーを作成しながら，

複数の概念間の関係をまとめていく手法である（木下， 2003）。修正

版グラウンデッド・セオリー・アプローチは，人の行動の予測と説明

に優れた理論を提示できることに加え，プロセス的性格をもつ（木下，

2003）。したがって，得られたデータの分析には，修正版グラウンデ

ッド・セオリー・アプローチが適していると考えた。分析の過程にお

いては，概念の生成，カテゴリーの作成，およびカテゴリー間の関係

について健康心理学および行動変容を専門とする教員 2 名，およびリ

ハビリテーションを専門とする大学院生 1 名との議論をおこなった。 

 

結果  

 対象者は，通所リハビリテーションサービス利用者 17 名（男性 11

名，女性 6 名），自助リハビリテーションサークル参加者 8 名（男性 8

名）の計 25 名であった。対象者の平均年齢は， 70.6 歳（ SD＝ 9.2），

発症からの年数の中央値は 4 年（ 0.5‐ 21）であった。疾患名は，脳

出血 13 名，脳梗塞 11 名，くも膜下出血 1 名，麻痺側は，右片麻痺

11 名，左片麻痺 14 名であった。対象者 25 名のうち独居者は 1 名，

屋内の移動手段は，歩行が 24 名，車椅子利用が 1 名であり，屋内の

移動は全員が他者の見守りまたは介助を要さないレベルであった。屋

外の移動手段は，歩行が 18 名，車椅子利用が 7 名で，屋外の移動に

見守りや介助を要す者は， 25 名のうち 12 名であった。  

分析の結果を Figure  3‐ 2 に示す。結果の概要は以下のとおりであ

る。なお，［］はカテゴリー，〈〉は概念を示す。  
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F igure  3‐ 2 在宅脳卒中者の活動性の関連要因  

および QOL に与える影響（小沼他（ 2016a）を一部改編）  
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脳卒中者は，〈家族・友人からの推奨〉，〈専門家からの情報〉，〈脳

卒中仲間の存在〉，〈自己の経験〉という［活動実施意図形成の促進要

因］，および〈専門家からの情報〉，〈脳卒中仲間の存在〉，〈自己の経

験〉によってなされる〈症状の理解〉に促進され［活動実施意図の形    

成］をする。  

活動実施意図が形成された後の段階においては，〈支援者の存在〉，

〈具体的な目標〉，〈他者からの評価〉，および〈効果の実感〉という

［活動実施の促進要因］と相互に影響しながら，［活動の実施］をお

こなっていく。  

［活動実施意図の形成］から［活動の実施］にかけては，〈症状の

理解〉，〈活動環境・方法の調整〉，および〈心理的適応の高まり〉に

よって［障害への適応］が進み，［活動の実施］が促されていく。［活

動の実施］は，［活動の実施］による目的の達成，および〈心理的適

応の高まり〉により［ QOL の向上］につながる。  

データ分析の結果， 19 の概念と 6 つのカテゴリーを抽出した。以

下に，カテゴリーと概念を，バリエーションを提示しながら説明する。

［］はカテゴリー，〈〉は概念，「」はバリエーションを示す。なお，

（）は文脈の理解を促す目的で著者が補った。  

［活動実施意図の形成］は，脳卒中者が活動をおこなおうとする意

図が形成されることである。［活動実施意図の形成］は，〈機能回復を

目的とした活動実施意図〉，〈余暇活動実施意図〉，および〈役割活動

実施意図〉から構成される。  

〈機能回復を目的とした活動実施意図〉のバリエーションの例を以

下に示す。「自分で動かさなきゃだめだって思って。家でもね，朝と

夜，トータルで 1 時間くらい，自分なりに運動しようと（思っていま
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す）。」具体的な活動項目は，専門家とおこなうリハビリテーション，

自分でおこなうリハビリテーション，屋外歩行，が挙がった。  

〈余暇活動実施意図〉のバリエーションの例を以下に示す。「昔か

ら（映画が）好きだったから，お友達が，『行ったほうがいい』って

『連れていく』って言うから行こうと（思いました）。」具体的な活動

項目は，映画鑑賞，旅行，旧友と会うこと，脳卒中仲間と会うこと，

外食，趣味の会合への参加，買い物，運動やスポーツ，レクリエーシ

ョンへの参加，園芸，が挙がった。  

〈役割活動実施意図〉のバリエーションの例を以下に示す。「わた

しね，子どもたちに，出来合いのものを買ったこともないの。ずっと。

子どもは帰りが遅いからね，作って助けてあげたいなって思ったわけ。

お母さんとしてね。」具体的な活動項目は，ボランティア活動，地域

の会合への参加，仕事，料理，子どもや孫の世話，洗濯，ペットの世

話，掃除や片付け，が挙がった。  

［活動実施意図の形成］を促進する要因が［活動実施意図形成の促

進要因］である。［活動実施意図形成の促進要因］は，〈家族・友人か

らの推奨〉，〈専門家からの情報〉，〈脳卒中仲間の存在〉，〈自己の経験〉

から構成される。  

〈家族・友人からの推奨〉のバリエーションの例を以下に示す。「私

ね，友達がいないのよ。昔からいないんだけど。『それじゃお前つま

んないだろうから，（趣味の）グループに入ってみたら』って（夫が）

言うから，ずいぶん渋ったんだよ。でも，『じゃあ，行くかな』って

言ったのが運のつき。」  

〈専門家からの情報〉のバリエーションの例を以下に示す。「担当

のセラピストが，『動かさないと硬くなっちゃうから，運動をしたほ
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うがいい』って。」  

〈脳卒中仲間の存在〉のバリエーションの例には，「ここに来て話

してると，（同病者から）『こうやって料理するよ』なんて話が聞ける

から，じゃあ，わたしもできるのかなって。」があった。  

〈自己の経験〉のバリエーションの例には，「どこまで治るのかと

か，どうやったら楽になるかとも，だんだんわかってくるから，把握

できてくるから。それで，やっぱり，自分で（運動を）やろうと（思

う）。」があった。  

［活動の実施］は，脳卒中者が活動をおこなうことを意味する。［活

動の実施］は〈機能回復を目的とした活動〉，〈余暇活動〉，および〈役

割活動〉から構成される。具体的な活動項目は，［活動実施意図の形

成］と同様であった。  

〈機能回復を目的とした活動〉のバリエーションの例を以下に示す。

「暑いとか，寒いとか，風強いとかっていうとき以外は，歩いてるの。

1 時間くらい。 1 人じゃないよ。（中略） 1 番は自分のためだよね。と

にかく，元にもどらなきゃってんで，やらせてもらってるんだ。」  

〈余暇活動〉のバリエーションの例を以下に示す。「楽しみはショ

ッピングに行くこと。（中略）そこまでは，（夫の運転する）車に乗っ

て行ってね。向こうに行ったら，シルバーカー押すの。週に 1 回くら

いかな。（中略）洋服見るのが大好きなの。」  

〈役割活動〉のバリエーションの例を以下に示す。「散らかってい

る物をそでのところに戻したりとかは，極力やっています。かみさん

に負担かけないように，任務としてやっています。やれることはやろ

うとしてます。」  

［活動実施の促進要因］は，活動の実施を促す要因である。［活動
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実施の促進要因］は，〈支援者の存在〉，〈具体的な目標〉，〈他者から

の評価〉，および〈効果の実感〉から構成される。  

〈支援者の存在〉のバリエーションの例を以下に示す。「老人会な

んかも，次はここ（に旅行に）行きましょう，あそこ（に旅行に）行

きましょうって言って，日帰りにしたり気にしてくれるからね。」  

〈具体的な目標〉は，短期的な目標および長期的な目標からなる。

バリエーションの例を以下に示す。短期的な目標としては「月曜は会

合，水曜は訪問リハ，金曜はプール，土曜は太極拳。それをこなす。

ひとつひとつこなしていくんだ。」長期的な目標としては「私の目標

は，箸をつかって，ラーメンをこう（片手でどんぶりをおさえて）食

べることだから（手の運動を続けている）。」があった。  

〈他者からの評価〉のバリエーションの例を以下に示す。「家の中

より，外だとね，畑だったりやってる人が，みんな知ってる人だから，

『あーら，ずいぶんよくなったね』って言われるのがまたね，やる気

につながるよね。張り合いが出るよね。励みになる。」  

〈効果の実感〉は，身体的な効果および心理的な効果からなる。身

体的な効果のバリエーションの例としては「運動してれば，足が，こ

う，重くない。やらないと，足が上がらなくなる。そういう実感があ

るからやる。」，心理的な効果のバリエーションの例としては，「ここ

へ出てくると（同じ病気の）みんながいるので，励まされて。ここは，

そういう，エネルギーが出る，気分がかわる，いい場所になってるか

ら来てる。」があった。  

他に［活動実施意図の形成］から［活動の実施］に関わる要因に［障

害への適応］がある。［障害への適応］とは，脳卒中による後遺症が

残存する自分を受け入れ，生活に適応していくことを意味する。［障
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害への適応］は，〈症状の理解〉，〈活動環境・方法の調整〉，および〈心

理的適応の高まり〉から構成される。  

〈症状の理解〉のバリエーションの例を以下に示す。「包丁とか，

火を使うことができないの。ガスのあれ（コンロの調節）。曲げられ

ないんだもん。切るのもゆっくり切ることはできるんだけども，こま

かいの，薬味みたいなやつ，あれができないね。キュウリも薄く切れ

ないから。」  

〈活動環境・方法の調整〉のバリエーションの例を以下に示す。「旅

行が好きなんだけど，背中洗えないから，泊まりはちょっと（できな

いな）って（思う）。だから，今は，日帰りでね。日帰りなら行ける

からね。」  

〈心理的適応の高まり〉のバリエーションの例を以下に示す。「病

気になったからって 180°変わったわけじゃないから。やっぱり，（発

症）前とおんなじ。できることをやっていって，それでいいんだって

思うようになってきた。」                                                                                                         

［ QOL の向上］は，脳卒中者が自身の生活において活動を重要と捉

える理由であり，〈身体的健康〉，および〈精神的健康〉から構成され

る。  

〈身体的健康〉のバリエーションの例を以下に示す。「自分でリハ

ビリしないと，体が動きにくくなっちゃうの。筋肉が硬直しちゃって，

うまく動けなくなっちゃう。だから，動けるように，自分で歩くって

ことを続けることが重要。」  

〈精神的健康〉のバリエーションの例を以下に示す。「時間がない

んですよ。やることがたくさんあって。もうあの，いろいろ広範囲に

興味があるので，なかなか， 1 本のものを突き詰めていくっていうこ
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とはできないですね。充実してますね。そんな人生です。」  

［活動の実施］と［ QOL の向上］をつなぐ要因に［障害への適応］

を構成する〈心理的適応の高まり〉が存在した。  

 

考察  

研究Ⅱでは，活動性の関連要因，および活動性が QOL に与える影

響を明らかにすることを目的として研究をおこなった。その結果，在

宅脳卒中者の（ a）活動実施意図にかかわる要因，（ b）活動性にかか

わる要因，（ c）活動性が QOL に影響を与える過程，および（ d）QOL

に影響を与える活動性項目が明らかになった。  

（ a）活動実施意図にかかわる要因として，家族・友人からの推奨，

専門家からの情報，脳卒中仲間の存在，自己の経験，および症状の理

解が挙げられた。脳卒中仲間の存在は，セルフ・エフィカシーを高め

る情報源の 1 つである代理的体験にあたる（ Bandura， 1977）。代理

的体験とは，他人の成功や失敗の様子を観察することで，他者の経験

を自己の経験のように知覚・認知することである。したがって，脳卒

中者の活動実施意図を高める過程においては， HAPA（ Schwarzer，

1992）と同様に，セルフ・エフィカシーが関与している可能性が考え

られる。  

（ b）活動性にかかわる要因として，支援者の存在，具体的な目標，

他者からの評価，および効果の実感，活動環境・方法の調整が明らか

になった。これらの要因のうち，他者からの評価，および効果の実感

は，セルフ・エフィカシーを高める 4 つの情報源のうち，それぞれ，

言語的説得および生理情動的喚起にあたる（ Bandura， 1977）。さら

に，具体的な計画，および活動環境・方法の調整は，それぞれ，HAPA
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（ Schwarzer， 1992）の構成要素である，行動計画および対処計画に

相当する。したがって，意図が形成された後の段階においては，セル

フ・エフィカシーのみならず，行動計画および対処計画を考慮する必

要がある。  

（ c）活動性が QOL に影響を与える過程については 2 つの経路が確

認された。それらは，活動の実施による目的の達成を媒介した QOL

向上の経路，および活動の実施による障害への心理的適応の高まりを

媒介した QOL 向上の経路であった。したがって，活動性向上を促す

ことにより QOL の向上を目指すには，障害への心理的適応にも配慮

が必要である。  

（ d）QOL に影響を与える活動性項目として，専門家とおこなうリ

ハビリテーション，自分でおこなうリハビリテーション，屋外歩行，

映画鑑賞，旅行，旧友と会うこと，脳卒中仲間と会うこと，外食，趣

味の会合への参加，買い物，運動やスポーツ，レクリエーションへの

参加，園芸，ボランティア活動，地域の会合への参加，仕事，料理，

子どもや孫の世話，洗濯，ペットの世話，および掃除や片付け，が挙

げられた。これらの活動性項目の中には，専門職とおこなうリハビリ

テーション，自分でおこなうリハビリテーション，脳卒中仲間と会う

こと，というように，後遺症を有す脳卒中者独自の活動内容が含まれ

ていた。  

 研究Ⅱでは，HAPA（ Schwarzer，1992）で提唱されているように，

セルフ・エフィカシー，行動計画，および対処計画が，在宅脳卒中者

の活動性向上においても寄与することが示唆された。また，活動性が

QOL につながる過程においては，障害への心理的適応が媒介変数とな

る可能性があることが明らかになった。これらの結果に基づいて，介
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入プログラム開発のモデルを Figure  3‐ 3 に示す。このモデルでは，

活動実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシーに働きかける介入

によって変化した活動性は，障害への心理的適応，および QOL に影

響を与える。  

 

第 2 項  量的研究による検討（研究Ⅲ）  

 第 2 項では，研究Ⅲとして，活動性と QOL の関係に焦点を当て，

活動性が QOL に与える影響を明らかにする。具体的には，在宅脳卒

中者の活動性尺度の開発，および活動性と心理的適応および QOL の

関係性の検討をおこなう。  

 在宅脳卒中者の活動性を評価する指標には，先の在宅脳卒中者の活

動 性 向 上 を 支 援 す る 介 入 に つ い て の レ ビ ュ ー に 示 し た よ う に ，  

Frenchay act ivi ty  index（ Holbrook & Ski lbeck， 1983）が多く用い

られている。 Frenchay act ivi t y  index の他にも，わが国においては，

生活活動尺度（砂子田・佐直，2001），Li fe -space  assessment（ Baker，

Bonder，  & Al lman， 2003），国際標準化身体活動質問表（村瀬・勝

村・上田・井上・下光， 2002）， Phys ica l  act ivi ty  scale  for  e lder ly

（ Hagiwara， Ito， Sawai，& Kazuma， 2008），社会的活動尺度（小

沼・島崎・矢作・竹中， 2014c）が用いられてきた。しかしながら，

これらの尺度に用いられている活動項目は，いずれも研究者によって

定められたもの，あるいは健常者で用いられているものを脳卒中者に

適用したものである。そのため，脳卒中者の QOL 向上に影響を与え

る活動性項目が反映されているとは言えない。脳卒中者の QOL 向上

を目的として，活動性向上を支援する介入をおこなうために，脳卒中  

者の QOL 向上に影響を与える活動性項目を反映した尺度が必要とさ  
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れる。そこで，研究Ⅲでは，まず在宅脳卒中者の活動性尺度の開発を

おこなう。  

研究Ⅱにおいて，活動性が QOL に影響を与える過程について，活

動の実施による目的の達成を媒介した QOL 向上の経路，および活動

の実施による障害への心理的適応の高まりを媒介した QOL 向上の経

路があることがわかった。しかしながら，どのような活動が，障害へ

の心理的適応，および QOL にどのように影響を与えるのかについて，

詳細な関係性の検討はなされていない。そこで，活動性尺度を開発し

たのちに，活動性，障害への心理的適応，および QOL の下位因子の

関連性についての検討をおこなう。  

 

方法  

１．対象  

 研究Ⅲにおける対象者の採択条件は，脳卒中の既往があり，自宅で

生活しており，かつ質問紙への回答が可能であることとした。日本国

内の脳卒中当事者団体の構成員，介護老人保健施設における通所リハ

ビリテーションサービスの利用者，および回復期リハビリテーション

病院の退院後調査協力登録者より募集をおこなった。対象者は 145 名

であった。  

 

２．手続き  

 脳卒中者当事者団体の構成員 60 名，および回復期リハビリテーシ

ョン病院の退院後調査協力登録者 61 名には，質問紙を郵送し返送を

求めて回収した。通所リハビリテーションサービスの利用者 24 名に

は，質問紙を手渡し，回答後の質問紙を回収した。  
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このうち，未回収であった者，および回答に不備のあった者を除く

95 名（有効回答率 65.5％）を分析対象とした。  

 

３．調査項目  

（ 1）基本属性  

 対象者の年齢，性別，麻痺側，発症からの期間，同居家族の有無，

主な屋内移動手段および自立度，主な屋外移動手段および自立度につ

いて尋ねた。  

 

（ 2）活動性尺度  

 活動性尺度の原案の作成は，研究Ⅱの結果に基づいておこなった。

研究Ⅱにおいて抽出された項目は，映画鑑賞，旅行，ボランティア活

動，地域の会合への参加，旧友と会うこと，脳卒中仲間と会うこと，

外食，趣味の会合への参加，専門職とおこなうリハビリテーション，

買物，屋外歩行，自分でおこなうリハビリテーション，仕事，料理，

子どもや孫の世話，洗濯，運動やスポーツ，レクリエーションへの参

加，園芸，ペットの世話，および掃除や片付け，の 21 項目であった。

この項目を，理学療法士，作業療法士，および健康心理学の専門家と

の合議により精選した。在宅脳卒中者 2 名を対象に事前調査をおこな

い，難解な表現および不明確な項目について修正をおこなった。以上

の手続きを経て，映画鑑賞，旅行，ボランティア活動，地域の会合へ

の参加，友人と会うこと，脳卒中仲間と会うこと，外食，趣味の会合

への参加，専門職とおこなうリハビリテーション，買物，屋外歩行，

自主練習，仕事，料理，子どもや孫の世話，洗濯，運動やスポーツ，

レクリエーションへの参加，園芸，ペットの世話，掃除や片付け，の
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21 項 目 を 準 備 し た 。 これ ら 21 項 目 を 在宅 脳 卒 中 者 の 活 動性 尺 度

（ Act ivi t ies  and part ic ipat ion states  scale  for  s troke  survivor：以

下， APSS とする）の原項目とした。測定形式は，事前調査により欠

損の少なかった認知的な実施頻度を採用した。原項目のそれぞれの実

施頻度について「まったくおこなっていない（ 1 点）」，「あまりおこな

っていない（ 2 点）」，「たまにおこなっている（ 3 点）」，「しばしばお

こなっている（ 4 点）」，「よくおこなっている（ 5 点）」の 5 件法で回

答を得た。  

 

（ 3）障害への心理的適応  

 障 害 へ の 心 理 的 適 応 の 状 態 を 判 定 す る た め ， Nott ingham 

Adjus tment  Sca le  Japanese  vers ion  for  d isab i l i ty  （以下，NAS-J-D

とする；外里他， 2007）を使用した。 NAS-J-D は，脳卒中者の障害

への心理的適応を問う尺度である。  

NAS-J-D の元となる Nott ingham Adjustment  Scale  は，視覚障害

への心理的適応を測定する尺度として， Dodds， Bai ley， Peason， & 

Yates（ 1991） に よ っ て 開 発 さ れ た 。 わ が 国 で は ， 日 本 語 版 で あ る

Nott ingham Adjustment  Scale  Japanese  vers ion （鈴鴨・熊野・岩

谷，2001）が開発されたのち，他の障害や慢性疾患への適用および改

変がおこなわれている。NAS-J-D は，脳卒中（身体障害）者を対象に

開発された尺度であり，外里他（ 2007）によって，信頼性が確認され

ている。 NAS-J-D は， 27 項目からなり，それぞれの質問に対し， 4

または 5 件法で回答を得る尺度である。スコアリング・アルゴリズム

により，不安・うつ（不安やうつ状態の少なさ），障害の受容（自分

の障害を肯定的に受け止めいている程度），自己効力感（セルフ・エ
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フィカシー；自分には必要なことを実行できる力があると感じる程

度），自尊感情（自分を尊重する気持ちの程度），障害者への態度（障

害者に対して肯定的な態度を持ち程度），およびローカス・オブ・コ

ントロール（リハビリテーションの成否がどの程度自分の行動によっ

て決まると感じている程度），の得点が算出できる。得点が高いほど，

障害への心理的適応が良好であることを示す。  

 

（ 4） QOL 

QOL の測定には，福原・鈴鴨（ 2004）の，MOS 8 - i tem Short -Form 

Health  Survey（以下， SF-8 とする）を使用した。 SF-8 は，国際的

に広く使用されている健康関連 QOL 尺度である SF-36 を簡潔にした

尺度である。 SF-36 の下位尺度（身体機能，日常役割機能（身体），

体の痛み，全体的健康感，活力，社会生活機能，日常役割機能（精神），

心の健康）についてそれぞれ 1 項目で測定する。 5 または 6 件法で回

答を得た。スコアリング・アルゴリズムにより，身体的健康および精

神的健康のサマリースコアが算出できる。尺度の信頼性および妥当性

については， SF-36 と比較し，測定される範囲は狭いものの， SF-36

と同様の検出力が確認されている（福原，鈴鴨， 2005）。  

研究Ⅱにおける在宅脳卒中者の QOL が身体的健康および精神的健

康というカテゴリーからなること，および調査項目の増加による回収

率の低下が懸念されることから SF-8 を採用した。  

 

４．倫理的配慮  

 研究Ⅲは，早稲田大学，人を対象とする研究に関する倫理審査委員

会の許可を得た（承認番号： 2015‐ 027 および 2015‐ 314）。調査の
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実施に先立ち，対象者には，文書を用いて研究の目的，方法，および

協力の拒否や同意の撤回による不利益のないことを説明し，同意書へ

の署名を得た。  

 

５．分析方法  

活動性尺度の因子構造を明らかにするために探索的因子分析をお

こなった。信頼性の検証には，クロンバックのα係数の算出および折

半法を用いた。妥当性は， Figure  3‐ 3 に示したモデルに基づき，活

動性と QOL の関係における障害への心理的適応の媒介効果の検討に

て基準関連妥当性を検討した。媒介効果の検討においては，以下の 3

点の条件を満たす必要がある（ Baron  & Kenny， 1986）。それらは，

（ a）変数 X（説明変数：活動性）が変数 Y（基準変数：健康関連 QOL）

に影響をあたえる。（ b）変数 X が変数 M（媒介変数：障害への心理的

適応）に影響をあたえる。（ c）変数 X および変数 M から変数 Y への

影響を検討した際に，変数 M が変数 Y に有意な影響をあたえ，さら

に変数 X から変数 Y への影響がなくなるか（ a）より小さくなる，の

3 点である。したがって，（ a） SF-8 得点を基準変数，APSS 得点を説

明変数とする単回帰分析，（ b）NAS-J-D 得点を基準変数，APSS 得点

を説明変数とする単回帰分析，および（ c）SF-8 得点を基準変数，APSS

および NAS-J -D 得点を説明変数とする重回帰分析をおこなった。媒

介効果の検定は，ブートストラップ法を用いて検討した。  

活動性，心理的適応，および QOL の下位因子の関連性の検討では，

APSS， NAS-J-D， お よ び SF-8 各 尺 度 の 下 位 因 子 得 点 を 用 い た 。

NAS-J-D および SF-8 の下位因子それぞれを基準変数， APSS の下位

因子を説明変数とする重回帰分析をおこなった。  
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 なお，解析には， PASW Stat is t ics22.0 を使用した。ブートストラ

ップ法による検定は， PROCESS Procedure  f or  SPSS Release  2 .15

を使用した。  

 

結果  

１．対象者の基本属性  

 対象者の年齢は 69.4 歳（ SD＝ 10.5）であった。発症からの期間の

中央値は 3.6 年（ 0.5‐ 36）であった。その他の属性を Table  3‐ 3 に

示す。  

 

２． APSS の探索的因子分析  

 各項目の平均値および標準偏差を Table  3‐ 4 に示す。探索的因子

分析に先立ち，天井効果およびフロア効果の確認をおこなった。その

結果，天井効果およびフロア効果は確認されなかった。つぎに共通性

の確認をおこなったところ，専門職とおこなうリハビリテーションお

よびペットの世話において，共通性が 0.04 および 0.05 と著しく低か

った。そのため，この 2 項目を除外した 19 項目を用い，最尤法プロ

マックス回転による探索的因子分析をおこなった。因子負荷量による

項目の削除基準は 0.40 未満とした。その結果，子どもや孫の世話，

仕事，園芸，外食，および買物の 5 項目が除外され， 3 因子 14 項目

が抽出された。結果を Table  3‐ 5 に示す。  

第Ⅰ因子は，料理，洗濯，掃除や片付け，ボランティア活動，および

地域の会合への参加という項目であり，家庭内あるいは地域社会での

役割を担う活動であることから「役割活動因子」と命名した。第Ⅱ因

子はレクリエーションへの参加，旅行，脳卒中仲間に会うこと，趣味  
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Tabl e  3‐ 3 研究Ⅲにおける対象者の属性  

 

 

 

 

 

 

項目 カテゴリー

男性 52 54.7

女性 43 45.3

脳梗塞 41 43.2

脳出血 45 47.4

くも膜下出血 9 9.5

右 34 35.8

左 52 54.7

両側 1 1.1

なし 8 8.4

あり 80 84.2

なし 15 15.8

車椅子 16 16.8

歩行 79 83.2

要介助（見守り含む） 12 12.6

自立 83 87.4

車椅子 21 22.1

歩行 74 77.9

要介助（見守り含む） 34 35.8

自立 61 64.2

屋外移動手段

屋外移動自立度

性別

疾患名

麻痺側

同居者

屋内移動手段

屋内移動自立度

       n       　　 (%)



第 3 章 

56 

 

 

 

 

 

 

Tabl e  3‐ 4 APSS 各項目得点の平均値および標準偏差  

 

 

 

 

 

 

 

項目           M        　SD

屋外歩行 3.51 1.49

自主練習 3.23 1.52

買い物 3.20 1.37

外食 3.11 1.10

掃除や片付け 2.98 1.42

専門職とおこなうリハビリテーション 2.67 1.65

脳卒中仲間に会うこと 2.61 1.52

友人に会うこと 2.60 1.39

洗濯 2.46 1.68

運動やスポーツ 2.41 1.55

料理 2.34 1.53

旅行 2.31 1.21

レクリエーションへの参加 2.25 1.48

地域の会合への参加 2.13 1.43

趣味の会合への参加 2.05 1.30

ボランティア活動 2.00 1.46

映画鑑賞 1.92 1.23

園芸 1.92 1.38

仕事 1.76 1.34

子どもや孫の世話 1.68 1.20

ペットの世話 1.53 1.30
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Tabl e  3‐ 5 APSS を構成する各項目の因子負荷量および因子の構造  

 

 

 

 

 

　　Ⅰ 　　Ⅱ 　　Ⅲ

第Ⅰ因子：役割活動（α=.82）

料理 .93 .05 -.16

洗濯 .78 -.27 .17

掃除や片付け .64 -.28 .36

ボランティア活動 .58 .25 -.27

地域の会合への参加 .51 .39 -.11

第Ⅱ因子：余暇活動（α=.80）

レクリエーションへの参加 -.12 .81 .10

旅行 .03 .57 -.12

脳卒中仲間に会うこと -.11 .56 .29

趣味の会合への参加 .11 .55 .29

映画鑑賞 -.11 .49 -.05

友人に会うこと .13 .47 .28

第Ⅲ因子：機能回復活動（α=.73）

自主練習 -.13 -.09 .78

運動やスポーツ .01 .17 .62

屋外歩行 .14 .18 .48

因子間相関　Ⅰ .37
**

.18
**

Ⅱ .41
**

**p <.01

因子負荷量



第 3 章 

58 

 

の会合への参加，映画鑑賞，および友人に会うことという項目であり

「余暇活動因子」とした。第Ⅲ因子は，自主練習，運動やスポーツ，

および屋外歩行という項目であり「機能回復活動因子」と命名した。 

 

３．信頼性の検討  

 信 頼 性 の検討としては，村上（ 2006）に倣い， Spearman-Brown

の折半法およびクロンバックの α係数による内的整合性の検討をお

こなった。Spearman-Brown の折半法により信頼性の検討をおこなっ

た結果， r= .986（ p<.01）であり十分な信頼性が認められた。それぞ

れの因子における内的整合性を検討するためクロンバックの α係数

を算出した。その結果，第Ⅰ因子α =.82，第Ⅱ因子α =.80，第Ⅲ因子

α =.73 とすべての因子において基準をみたす値であった。したがって，

本尺度の信頼性が確認された。  

 

４．妥当性の検討  

 Figure  3‐ 3 に基づき，活動性（ APSS）と QOL（ SF-8）の関係に

おける障害への心理的適応（ NAS-J-D）の媒介効果の検討をおこなっ

た。 NAS-J-D および SF-8 得点を Table  3‐ 6 に示す。媒介効果の検

討では，まず，（ a）SF-8 得点を基準変数，APSS 得点を説明変数とす

る単回帰分析，（ b）NAS-J-D 得点を基準変数，APSS 得点を説明変数

とする単回帰分析，および（ c） SF-8 得点を基準変数， APSS および

NAS-J-D 得点を説明変数とする重回帰分析をおこなった。（ a） APSS

から SF-8 への標準偏回帰係数はβ =.35（ p<.01）（ R 2 =.13  ， p<.01）

であった。（ b） APSS から NAS-J-D への標準偏回帰係数はβ =.31  

（ p<.01）（ R 2 =.10  ， p<.01）であった。（ c） APSS および NAS-J-D  
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Tabl e  3‐ 6 NAS-J-D および SF-8 得点  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      M        SD

NAS-J-D

不安・うつ 82.10 16.60

障害の受容 57.50 22.67

自己効力感 58.96 22.79

自尊感情 57.08 28.47

障害者への態度 43.40 24.52

ローカス・オブ・コントロール 58.61 23.65

合計 355.60 94.80

SF-8

身体的健康 38.99 8.46

精神的健康 46.80 8.51

合計 85.79 11.84
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から SF-8 への標準偏回帰係数は， APSSβ =.20（ p<.05）， NAS-J-D

β =.50（ p<.01）（ R 2 =.34 ， p<.01）であった。障害への心理的適応の

間接効果について，ブートストラップ法によって検定した結果，間接

効果は有意であった（ 95% BootCI［ . 06 ,  . 34］， p＜ .01）。活動性の標

準偏回帰係数は（ a）よりも（ c）で減少しているため，活動性と健康

関連 QOL の関係において，障害への心理的適応の部分媒介効果が確

認された。よって， ASPP の基準関連妥当性が確認された。  

 

５．活動性，障害への心理的適応，および QOL の関連性の検討  

 APSS の下位因子である，役割活動，余暇活動，および機能回復活

動と，NAS-J-D の下位因子（不安・うつ，自尊感情，ローカス・オブ・

コントロール，自己効力感，障害の受容，および障害者への態度得点）

お よび SF-8（ 身 体 的 健 康 ， 精 神 的 健 康 ） の 関 連 を 検 討 す る た め ，

NAS-J-D および SF-8 の各下位因子得点を基準変数， APSS の役割活

動，余暇活動，および機能回復活動因子得点を説明変数とする重回帰

分析（強制投入法）をおこなった。結果を Table  3‐ 7 に示す。いず

れも VIFs<1.382 であり，多重共線性は確認されなかった。  

役割活動は，自己効力感の説明変数であった。余暇活動は，不安・

うつ，および障害の受容の説明変数であった。機能回復活動は，身体

的健康，精神的健康，不安・うつ，および障害の受容の説明変数であ

った。身体的健康および精神的健康に対する標準偏回帰係数は正の値

を呈した。しかしながら，障害への心理的適応の下位尺度である，不

安・うつ，および障害の受容に対する標準偏回帰係数は負の値であっ

た。  
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考察  

研究Ⅲでは，まず活動性尺度の開発をおこなった。開発した活動性

尺度は，探索的因子分析によってすべての項目が一定値以上の因子負

荷量を有していることから，脳卒中者の活動性に関する構成概念につ  

い て ， 妥 当 な 結 果 が 得 ら れ た 。 ま た ， 信 頼 性 の 検 討 に お い て は ，

Spearman-Brown の折半法による信頼性およびクロンバックのα係

数による尺度の内的整合性が認められた。妥当性の検討においては，

先行研究（小沼他， 2016a）に基づき基準関連妥当性が確認された。

以上の結果から，本尺度は，十分な信頼性および妥当性を有している

と考えられる。  

活動性，障害への心理的適応，および QOL の関係性の検討におい

て，活動性尺度の下位因子である役割活動，余暇活動および機能回復

活動は，障害への心理的適応および QOL の下位因子にそれぞれ異な

る影響を与えることがわかった。機能回復活動が，障害への心理的適

応の下位因子である不安・うつおよび障害の受容に負の影響を与えて

いたことは，脳卒中者の後遺症の観点から考察できる。後遺症として

の機能障害自体の回復は，頭打ちになる時期がある（天草他，2007）。

この時期の脳卒中者の心理について天草他（ 2007）は，「リハビリテ

ーションが進行して身体機能の回復が実感され，日々に変化（改善）

していくことに希望を見出す。しかし，急速な回復はやがて頭打ちと

なり，希望は抑うつ的気分に変わる。自分の人生はすっかり変わって，

多くのものを失ったのだと思う」と解説している。機能回復のみに固

執した活動は，機能回復の頭打ちを実感させ，不安・うつおよび障害

の受容に負の影響を与えると考えられる。天草他（ 2007）は，つづく

段階では，「機能的制限や障害があることを前提とした新しいライフ
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スタイルを，奮闘しながら定着させていく」ことが重要であると述べ

ている。すなわち，脳卒中者の障害に対する心理的適応の促進におい

ては，機能回復活動のみに固執するのではなく，役割活動および余暇

活 動 も 含 め た 新 し い ラ イ フ ス タ イ ル の 定 着 が 必 要 で あ る 。 小 沼 他

（ 2016b）は，機能回復に特化した活動のみならず，多種の活動をお

こなっている者ほど，QOL 得点が高いことを報告している。したがっ

て，活動性の向上により障害への心理的適応および QOL 向上を目指

す介入においては，単一の活動のみならず，役割活動，余暇活動，お

よび機能回復活動の活動性向上を促す必要がある。QOL に対して，機

能回復活動のみが正の影響を与えていた点については，発症からの期

間や回復の実感による，活動性，障害への心理的適応，および QOL

の関係性の変化についての詳細な検討が必要であり，今後の検討課題

としたい。  

竹中（ 2012a）は，活動性向上を支援する介入において，個人に適

合した活動の選択が重要であると述べている。また，活動の実施にお

いては，対象者の特徴を考慮し，活動の内容や強度を合わせた介入が

課題である。したがって，脳卒中者の活動性向上を支援する介入にお

いては，脳卒中者および個人の特徴を考慮したうえで活動を推奨する

必要がある。  

つづく第 3 節では，活動性に対する属性の影響を検討する。  

 

第 3 節  活動性に対する属性の影響（研究Ⅳ）  

研究Ⅳでは，活動性に対する属性の影響を明らかにする。具体的に

は，在宅脳卒中者の活動性パターンを分類し，活動性パターンによる

属性の差異を検討する。研究Ⅲにおいて，単一の活動のみならず，役
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割活動，余暇活動，および機能回復活動の活動性変容を促す必要があ

ることがわかった。そのため，活動性パターンによる属性の差異が明

らかになれば，属性に応じて推奨すべき活動性項目がわかり，効率の

よい介入をおこなうことができる。  

 

方法  

１．対象  

 研究Ⅳにおける対象者の採択条件は，脳卒中の既往があり，自宅で

生活しており，かつ質問紙への回答が可能であることとした。日本国

内の脳卒中当事者団体の構成員，通所リハビリテーションサービスの

利用者，および回復期リハビリテーション病院の退院後調査協力登録

者より対象者を募集した。対象者は 145 名であった。  

 

２．手続き  

 脳卒中者当事者団体の構成員 60 名，および回復期リハビリテーシ

ョン病院の退院後調査協力登録者 61 名には，質問紙を郵送し返送に

て回収した。通所リハビリテーション施設の利用者 24 名には，質問

紙を手渡し，回収箱にて回収した。  

このうち，未回収であった者，および回答に不備のあった者を除く

95 名（有効回答率 65.5％）を分析対象とした。  

  

３．調査項目  

（ 1）基本属性  

 対象者の年齢，性別，麻痺側，発症からの期間，同居家族の有無，

主な屋内移動手段および自立度，主な屋外移動手段および自立度につ
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いて尋ねた。  

 

（ 2）活動性  

研究Ⅲで開発した APSS を用いた。 APSS は，在宅脳卒中者の活動

性を測定する尺度であり， 3 因子（役割活動，余暇活動，機能回復活

動）， 14 項目からなる。料理，洗濯，掃除や片付け，ボランティア活

動，地域の会合への参加，レクリエーションへの参加，旅行，脳卒中

仲間に会うこと，趣味の会合への参加，映画鑑賞，友人に会うこと，

自分でおこなうリハビリテーション，運動やスポーツ，および屋外歩

行の 14 項目について，それぞれ，「まったくおこなっていない（ 1 点）」，

「あまりおこなっていない（ 2 点）」，「たまにおこなっている（ 3 点）」，

「しばしばおこなっている（ 4 点）」，「よくおこなっている（ 5 点）」

の 5 件法で回答を得た。  

 

４．倫理的配慮  

 研究Ⅳは，早稲田大学，人を対象とする研究に関する倫理審査委員

会の許可を得た（承認番号： 2015-027 および 2015-314）。調査の実

施に先立ち，対象者には，文書を用いて研究の目的，方法，および協

力の拒否や同意の撤回による不利益のないことを説明し，同意書への

署名を得た。  

 

５．分析方法  

 活動性のパターンを明らかにするために，活動性尺度の下位因子得

点を標準化得点に換算し，ユークリッド距離の 2 乗を基にしたクラス

ター分析（最遠隣法）をおこなった。  
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 活動性パターンによる属性の差異を検討するために，年齢および発

症からの期間について 1 要因の分散分析を用いて比較した。性別，麻

痺側，同居家族の有無，主な屋内移動手段および自立度，主な屋外移

動手段および自立度については，比率の差の検定をおこなった。なお，

本研究Ⅳでは，回答度数 5 未満のセルが認められたため，Fisher の直

接法による検定をおこなった。効果の大きさを明らかにするために，

効果量として Cohen ’s  f  を算出した。  

解析には，PASW Stat is t i cs22.0 および R vers ion3.2 .5 を使用した。 

 

結果  

１．活動性パターン  

 活 動 性尺度下位因子得点の標準化得点を用いた クラスター分析の

結果，平方和分 15 を基準とし，3 つのクラスターを得た（ Figure  3‐

4）。第 1 クラスターは，36 名（ 37.9％），第 2 クラスターは 26 名（ 27.4％），

および第 3 クラスターは 33 名（ 34.7％）であった。なお，すべての

対象者は 3 つのクラスターのいずれかに該当した。  

Figure  3‐ 5 は，各クラスターにおける APSS 下位因子得点の標準

化得点を示している。第 1 クラスターは，すべての因子の活動性得点

が低値であるため「低活動群」と命名した。第 2 クラスターは，機能

回復活動因子の得点のみ高値であるため「機能回復特化群」とした。

第 3 クラスターは，すべての因子の活動を行なっていることから「多

種活動参加群」とした。  

 

２．活動性パターンによる属性の差異  

 クラスターによる属性の差異を検討した。結果を Table  3‐ 8 およ  
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F igure  3‐ 5 各クラスターにおける APSS 下位因子得点の標準化得点  
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Tabl e  3‐ 8 クラスターによる年齢および発症からの期間の比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

F値 （df）   p  値 f

M SD M SD M SD

年齢 71.1 10.8 67.5 9.4 69 10.8 .67 （3, 89） .57 .15

発症からの期間 8.3 8.6 7.1 7.4 12.1 12.0 1.43 （3, 89） .24 .22

Cohen's f  ： .10=効果量小，.25=効果量中，.40=効果量大 （鈴川・豊田，2012）

          クラスター

低活動群

n =36

機能回復
特化群

n =26

多種活動
参加群

n =33



第 3 章 

70 

 

び Table  3‐ 9 に示す。クラスターによる差が認められた属性は，性

別および屋内移動手段であった。性別について残差分析をおこなった

結果，低活動群では，女性の比率が大きかった（調整済み残差 2.4）。

機能回復特化群で，男性の比率が大きかった（調整済み残差 2.7）。  

屋内移動手段について残差分析をおこなった結果，低活動群では，

屋内移動手段が車椅子の者の比率が大きかった（調整済み残差 3.4）。

多種活動参加群では，屋内移動手段が歩行の者の比率が大きかった

（調整済み残差 2.6）。  

 

考察  

 研究Ⅳでは，活動性に対する属性の影響を明らかにすることを目的

として，在宅脳卒中者の活動性パターンの分類，および活動性パター

ンによる属性の差異の検討をおこなった。  

 在宅脳卒中者の活動性パターンは，クラスター分析により，低活動

群，機能回復特化群，および多種活動参加群に分けられた。研究Ⅲに

おいて，QOL および障害への心理的適応の向上には，多種の活動への

参加が重要であることが示されたものの，全体の 65.0％は，低活動ま

たは限定的な活動の実施に留まっている。  

活動性パターンによる属性の差異の検討において，低活動群には，

女性および屋内移動手段が車椅子の者が多いこと，機能回復特化群に

は，男性が多いことが示された。したがって，在宅脳卒中者の活動性

向上を促す介入をおこなう際には，男性には機能回復以外を目的とし

た活動の推奨，移動手段が車椅子の者には，車椅子上でも実施可能な

活動の推奨が必要である。  

 本研究Ⅳにおいて，活動性パターンによる移動自立度に差異がなか  
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Tabl e  3‐ 9 クラスターによる属性の比較  

 

 

 

 

低活動群

n =36

機能回復
特化群
n =26

多種活動
参加群
n =33

  Fisherの直接法

p  値

n （％） n （％） n （％）

調整済み残差 調整済み残差 調整済み残差

性別 男性 14（38.9） 20（76.9） 18（54.5）
.01

-2.4 2.7 0.0

女性 22（61.1） 6（23.1） 15（45.5）

2.4 -2.7 0.0

麻痺側 右側 11（30.6） 11（42.3） 12（36.4）
.34

左側 20（55.6） 15（57.7） 17（51.5）

その他 5 （13.9） 0（ 0.0） 4（12.1）

同居家族 あり 31（86.1） 24（92.3） 25（75.8）
.24

なし 5（13.9） 2（ 7.7） 8（24.2）

屋内移動手段 歩行 24（66.7） 23（88.5） 32（97.0）
.00

-3.4 0.8 2.6

車椅子 12（33.3） 3（11.5） 1（ 3.0）

3.4 -0.8 -2.6

屋外移動手段 歩行 24（66.7） 22（84.6） 28（84.8）
.14

車椅子 12（33.3） 4（15.4） 5（15.2）

屋内移動自立度 自立 30（83.3） 24（92.3） 29（87.9）
.63

要介助・見守り 6（16.7） 2（ 7.7） 4（12.1）

屋外移動自立度 自立 21（58.3） 17（65.4） 24（72.7）
.35

要介助・見守り 15（41.7） 9（34.6） 9（27.3）

  クラスター
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ったことは注目すべき点である。移動の自立度は，移動に介助を要す

るか否かであり，後遺症による身体機能および活動能力が反映される

（前田・頼住・横山，1989；二木，1983a； 1983b； 1983c）。つまり，

本研究Ⅳの結果は，脳卒中による後遺症を有していたとしても，多種

活動参加型に属すことが可能であると解釈できる。この知見は，小沼

他（ 2014a）の，活動性は ADL 能力によって予測されないという報告

と一致する。  

研究Ⅳの結果に基づき，在宅脳卒中者の QOL 向上を目的として，

活動性の向上を促す介入においては，属性および移動手段に配慮して

推奨活動を提案する。  

 

本章のまとめ  

 これまでの，在宅脳卒中者の活動性向上を支援する介入の動向を概

観し，介入プログラム開発に先立つ課題として，活動性向上の機序を

明らかにする必要があること，および専門職による個別介入を基本と

し，介入効率のよいプログラムの開発が必要であることがわかった。

（研究Ⅰ）。  

 在宅脳卒中者における活動性の関連要因，および活動性が QOL に

与える影響を質的に検討した結果，活動実施意図にかかわる要因とし

て，家族・友人からの推奨，専門家からの情報，脳卒中仲間の存在，

自己の経験，および症状の理解が挙げられた。活動性にかかわる要因

には，支援者の存在，具体的な目標，他者からの評価，および効果の

実感，活動環境・方法の調整があった。結果に基づき， Figure  3‐ 3

に示した介入のモデルを作成した（研究Ⅱ）。  

質問紙を用いて，活動性が QOL に与える影響について量的に検討
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をおこなった結果，介入においては，単一の活動のみならず，役割活

動，余暇活動，および機能回復活動のそれぞれの因子の活動性向上を

促す必要があること（研究Ⅲ）がわかった。  

活動性に対する属性の影響を検討した結果，男性には機能回復以外

を目的とした活動の推奨，移動手段が車椅子の者には，車椅子上でも

実施可能な活動の推奨が必要であることが示唆された（研究Ⅳ）。  

これらの知見に基づき，つづく第 4 章では活動性向上を支援する行

動変容型介入プログラムを開発する。  
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第 4 章  活動性向上を支援する行動変容型介入プログラムの開発お

よび有用性の検討  

第 4 章では，活動性向上を支援する行動変容型介入プログラムの開

発および有用性の検討をおこなう。第 1 節において，これまでの知見

に基づいて開発した介入プログラムの概要を述べる。第 2 節では，脳

卒中者への試行的介入をおこない，介入の有用性を評価する。第 3 節

では，介入者を対象にプログラムに対する評価をおこなう。  

 

第 1 節  活動性向上を支援する介入プログラムの概要  

フォーマティブ・リサーチにより得られた知見に基づき，在宅脳卒

中者の活動性向上を支援する介入プログラムを開発した。なお，介入

に用いるツールは，脳卒中者の平均年齢が 70 歳以上であることから

（豊田，2010），高齢者に好まれるとされる「冊子」を採用した（ Short  ，

Vandelanotte， & Duncan， 2014）。  

以下に，介入プログラム開発に用いた知見のまとめ，および介入に

用いる冊子の概要について述べる。  

 

介入プログラム開発に用いた知見のまとめ  

１．主となる行動変容技法・モデルの適用  

本介入においては，計画・目標の設定，および知識の形成という行

動変容技法を適用した（研究Ⅰ）。  

介入は，活動実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシーに働き

かける介入によって変化した活動性が，障害への心理的適応，および

QOL に影響を与えるというモデル（ Figure  3‐ 3）に基づき開発した

（研究Ⅱ）。    
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２．介入の形式  

 介入は，個別でおこなうことを前提として設計した（研究Ⅰ・Ⅳ）。

また，専門職が介入をおこなえるように，介入の指標となるツールを

作成した（研究Ⅰ）。  

 

３．介入の内容  

はじめに，活動実施意図の促進要因となる，「家族・友人からの推

奨」，「専門家からの情報」，「脳卒中仲間の存在」，「自己の経験」，お

よび「症状の理解」に働きかけるような知識を提供する（研究Ⅰ・研

究Ⅱ）。その上で，今後，おこなおうと思う活動の決定を促す。  

つぎに，活動実施の促進要因である「具体的な目標の設定」，およ

び「活動環境・方法の調整」ができるように，行動計画および対処計

画の立案を促す（研究Ⅰ・研究Ⅱ）。  

最後に，活動実施の促進要因である「支援者の存在」，「他者からの

評価」，および「効果の実感」に配慮できるような助言を与える（研

究Ⅱ）。  

 

４．介入において配慮すべき点  

 単一の活動のみならず，役割活動，余暇活動，および機能回復活動

の活動性変容を促す（研究Ⅲ）。特に，男性には機能回復活動以外の

活動の実施，移動手段が車椅子の者には車椅子上でもおこなえる活動

を提案する（研究Ⅳ）。  

 

介入に用いる冊子の概要  

介入に用いるツールとして，冊子およびまとめシートを作成した。 
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冊子およびまとめシートの概要を Figure  4‐ 1 および Figure  4‐ 2 に

示す。  

以下に冊子の作成において配慮した点を示す。全体を通して，Kools，

van de  Wie l， Ruiter  ， Crüts， & Kok（ 2006）に倣い，見やすい文

字の大きさ・配色および適切なイラストの使用に配慮した。  

 

１．表紙  

 表紙には，活動的な脳卒中者のイラストを掲載した。人物は，豊田

（ 2010）および加藤・棚橋（ 2015）の報告に基づき，脳卒中者の主

な構成年齢である 50 歳代から 80 歳代に合致するよう設定した。移動

手段および自立度は，対象者の同一視が得られるよう，車椅子要介助

者，シルバーカー歩行自立者，および杖歩行自立者という様々な設定

の人物を載せた。  

 

２．はじめに（ 1‐ 2 ページ）  

 「はじめに」においては，活動性が低いことの弊害に関する知識を

提供する。リハビリテーション専門職をガイド役として設定すること

で，活動実施意図の促進要因である「専門家からの情報」が与えられ

るよう配慮した。  

 

３．活動を決める（ 3‐ 6 ページ）  

 「活動を決める」段階においては，活動実施意図の促進要因である

「脳卒中仲間の存在」および「症状の理解」に基づき， 4 名の脳卒中

者の体験談を 3‐ 4 ページに掲載した。体験談は，研究Ⅱの逐語録を

参考に，おこなっている活動，後遺症による影響，工夫している点， 
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F igure  4‐ 1 冊子の概要  
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F igure  4‐ 1 冊子の概要（続き）  
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F igure  4‐ 2 まとめシートの概要  

 

 

 

 

 

 



第 4 章 

80 

 

および活動の効果を含むよう構成した。 5 ページには，研究Ⅱに基づ

き QOL に影響を与える活動の例を提示した。 6 ページには，活動実

施意図の促進要因である，「家族・友人からの推奨」，「専門家からの

情報」，および「自己の経験」を振り返ることができるようにコメン

トを記載した。さらに，研究ⅢおよびⅣに基づき，様々な種類の活動

の実施を促すコメントを載せた。  

 

４．活動の計画をつくる（ 7‐ 10 ページ）  

 「活動の計画をつくる」段階においては，研究ⅠおよびⅡに基づき，

行動計画，および対処計画の立案をおこなう。計画の立案についてそ

れぞれ 3 つの例を載せた。例の作成においては，Schwarzer，Lippke，

Jacobs， & Luszczynska，（ 2011）を参考にした。  

 

５．まとめシート  

 「まとめシート」には，介入内容が要約できる表，およびコメント

を載せた。コメントは，活動実施の促進要因である，「支援者の存在」，

「他者からの評価」，および「効果の実感」が得られるよう設定した。

また，対象者に合わせた個別のコメントを記載する欄を設けた。  

 

第 2 節  脳卒中者に対する試行的介入による有用性の評価（研究Ⅴ） 

 第 2 節では，研究Ⅴとして冊子を用いた介入を試行し，活動性，QOL

および関連要因の経時的な変化を明らかにする。  

研究Ⅴの流れを Figure  4‐ 3 に示す。（ a）介入を試行し，介入前（ T1）

から介入後（ T2）の活動実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシ

ーの変化を確認した。次に，（ b）通所リハビリテーションサービス利
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用者および（ c）回復期リハビリテーション病院からの退院者という 2

つの対象者群において，活動性，QOL および関連要因の経時的な変化

を検討した。これら 2 つの対象者群の特徴を以下に述べる。  

通所リハビリテーションサービス利用者は，脳卒中発症後，在宅生

活を経験しており，介護保険の利用によって，週に 1 から 3 回程度，

自宅から通所リハビリテーション施設に通所している。通所リハビリ

テーションサービス利用中には，リハビリテーションスタッフおよび

介護スタッフとの関わりがある。また，介護保険サービスの利用中に

おいては，介護保険利用の調整を担当する介護支援専門員と少なくと

も月に 1 回，自宅での面談の機会がある。回復期リハビリテーション

病院からの退院者は，外泊および外出等による一時的な帰宅の経験は

あるものの，脳卒中発症後の継続した在宅生活は未経験である。医療

保険によって，全員が毎日 3 時間程度の個別リハビリテーションを受

けている。退院後には，介護保険を利用したサービスを受けるものと

受けない者が存在する。  

本研究Ⅴでは，上記の特徴に基づき， 2 つの対象者群における現実

的な介入機会を設定し，試行的介入をおこなった。通所リハビリテー

ションサービス利用者の介入機会は，リハビリテーションスタッフお

よび介護スタッフとの実施，または，介護支援相談員との面談時の実

施を想定して設定した。なお，在宅脳卒中者には，介護保険を利用し

たリハビリテーション介入を受けていない者，および介護保険を利用

して訪問リハビリテーションのみを受けている者も存在するが，研究

Ⅴでは，通所リハビリテーションサービス利用者を対象とした。回復

期リハビリテーション病院からの退院者を対象とした介入機会は，回   
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F igure  4‐ 3 研究Ⅴの流れ  
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復期リハビリテーション病院入院中の退院指導の一部として実施す

ることを想定し設定した。  

 

方法  

１．対象  

 対象者は，介護老人保健施設における通所リハビリテーションサー

ビス利用者，および回復期リハビリテーション病院から自宅へ退院予

定の者より募集した。  

通所リハビリテーションサービス利用者の採択基準は，脳卒中の既

往があり，質問紙への回答が可能，かつ，口頭でのコミュニケーショ

ンが可能な者とした。回復期リハビリテーション病院から自宅へ退院

予定の者においては，主病名が初発の脳卒中，活動を制限する重篤な

既往症がない，質問紙への回答が可能，かつ，口頭でのコミュニケー

ションが可能であることを採択基準として募集をおこなった。  

対象者は，介護老人保健施設における通所リハビリテーションサー

ビス利用者 24 名，および回復期リハビリテーション病院から自宅へ

退院予定の者 15 名であった。  

 

２．手続き  

（ 1）通所リハビリテーションサービス利用者を対象とした調査およ

び介入  

まず，介入前（ T1）において，対象者に質問紙を手渡し，記入後に

回収した。続いて，冊子を用いた介入をおこなった。介入者は，理学

療法士および一般社団法人日本健康心理学会認定専門健康心理士の

資格を持つ研究者であった。介入は，対象者 1 名に対し介入者 1 名で
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実施し，介護老人保健施設内の個室にて，対面により 1 人当たり 20

分程度で実施した。介入後の調査は，介入直後（ T2），介入 1 ヵ月後

（ T3），および介入 3 ヵ月後（ T4）に質問紙を配布し，記入済みの質

問紙を回収した。  

 介入 2 週間後および介入 1 ヵ月後（ T3）の質問紙調査後においては，

5 分程度の面談をおこない，立案した計画の実行状況，および立案し

た計画を実施していくことができる自信感を聴取した。計画を実施す

る自信感が低い場合，または既に計画を実施できており，新規の活動

の開始を希望する場合には計画を再検討した。  

 介入 3 ヵ月後（ T4）においては，質問紙調査後，介入の評価につい

て 1 対 1 の半構造化面接を実施した。面接は 10 分程度おこなった。

面接中の音声データは， IC レコーダー（ SONY 社製： ICD-TX650）

に録音し，逐語録を作成した。  

  

（ 2）回復期リハビリテーション病院からの退院者を対象とした検討  

 介入者は，入院中の担当理学療法士または作業療法士であった。介

入者となる理学療法士および作業療法士には，事前に，介入の目的，

冊子を用いた介入の方法，介入において配慮すべき点，および予想さ

れる結果について，30 分の集団での研修をおこなった。この研修にお

いて，介入において配慮すべき点として，単一の活動のみならず，役

割活動，余暇活動，および機能回復活動の実施を推奨すること，特に

男性には機能回復活動以外の活動の実施，移動手段が車椅子の者には

車椅子上でもおこなえる活動を提案することを依頼した。また，介入

に関する質問は随時受け付けた。  

介入前（ T1）において，対象者に質問紙を手渡し，記入後に回収し
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た。続いて，冊子を用いた介入にて，退院後におこなおうと思う活動

の決定，およびそれぞれの活動に対する計画を立案した。介入は，対

象者 1 名に対し介入者 1 名で，回復期リハビリテーション病院内にて，

対面により 1 人当たり 20 分程度で実施した。介入後の調査は，介入

直後（ T2），介入 1 ヵ月後（ T3），および介入 3 ヵ月後（ T4）に実施

した。介入直後（ T2）における調査は，質問紙を対象者に手渡し，回

答後，リハビリテーション病院内の回収箱にて回収した。介入 1 ヵ月

後（ T3）および介入 3 ヵ月後（ T4）の調査は，対象者の自宅に質問

紙および返信用封筒を郵送し，返送にて回収した。質問紙郵送時には，

計画の実施が困難であった場合，または計画が実施できており新規の

活動の開始を希望する場合には，計画を立て直すように促す共通のコ

メントおよび未記入のまとめシートを同封した。  

 

３．調査項目  

（ 1）基本属性  

対象者の年齢，性別，麻痺側，発症からの期間，主な屋内移動手段

および自立度，主な屋外移動手段および自立度について尋ねた。  

 

（ 2）活動実施意図  

 活動実施意図とは，活動をおこなうように「自分自身に与える指示」

（ Triandis， 1980），または活動を「実行する可能性」（ Montano &  

Kasprzyk，2015）であり，活動を「おこなおうと思う」あるいは，「お

こなうつもりである」ことである。  

この活動実施意図の測定には，清水・内田・上野・雨宮（ 2013）が

開発した Intent ion Sca le  for  Exerc i se（ ISE）の「運動」を「活動的
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な生活」に置換した質問紙を用いた。ISE は， 5 項目 1 因子からなる。

運動実施意図について，1（まったくそう思わない）から 5（かなりそ

う思う）の 5 件法で問う尺度である。清水他（ 2013）によって，信頼

性および妥当性が確認されている。置換後の質問紙は，本研究Ⅴの対

象者である 39 名の脳卒中者に実施した調査により信頼性係数α =.80

が確認されており因子の内的整合性が確認されている。  

活動実施意図について 1（まったくそう思わない）から 5（かなり

そう思う）の 5 件法で回答を得た。  

 

（ 3）計画  

 計画は，いつ，どこで，どのように行動をおこなうかという「行動

計画」と，行動をおこなうことが困難であった場合に，どのような対

処をおこなうかという「対処計画」に分けられる。  

 この行動計画および対処計画の測定には，尼崎・煙山・駒木（ 2013a）

が開発した運動に対する計画尺度の「運動」を「活動的な生活」に置

換した質問紙を用いた。運動に対する計画尺度は，10 項目 2 因子（行

動計画・対処計画）からなる。運動に対する計画について， 1（まっ

たくそう思わない）から 5（かなりそう思う）の 5 件法で問う尺度で

ある。尼崎他（ 2013a）によって，信頼性および妥当性が確認されて

いる。置換後の質問紙について，本研究Ⅴの対象者である 39 名の脳

卒中者に実施した調査により信頼性係数を算出したところ，行動計画

α =.84 および対処計画α =.84 が得られ，因子の内的整合性が確認さ

れている。  

 行動計画および対処計画について 1（まったくそう思わない）から

5（かなりそう思う）の 5 件法で回答を得た。  
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（ 4）セルフ・エフィカシー  

 セルフ・エフィカシーとは，行動を成功裡に達成できるという見込

み感である（ Bandura，1977）。HAPA（ Schwarzer，1992）では，セ

ルフ・エフィカシーを，その働きにより 3 つの段階（アクション・セ

ルフ・エフィカシー，コーピング・セルフ・エフィカシー，およびリ

カバリー・セルフ・エフィカシー）に分けている（ Schwarzer  & Renner，

2000）。アクション・セルフ・エフィカシーとは，望ましい行動を始

め よ う と 思 っ て い る が ま だ 実 行 し て い な い 段 階 に 働 き か け る セ ル

フ・エフィカシーである（尼崎・煙山・駒木， 2013b ； Schwarzer，

1992）。コーピング・セルフ・エフィカシーとは，望ましい行動をこ

れから習慣的におこなおうとする段階において出現する阻害要因に

対し て 働き 掛 ける セル フ ・エ フ ィカ シー で ある （ 尼崎 他， 2013b；

Schwarzer， 1992）。リカバリー・セルフ・エフィカシーとは，これ

まで習慣化されていた行動を何らかの理由によって中断した際，再開

し始める段階に働きかけるセルフ・エフィカシーである （尼崎他，

2013b； Schwarzer， 1992）。  

これらのセルフ・エフィカシーの測定には，尼崎他（ 2013b）が開

発した運動に対する自己効力感尺度の「運動」を「活動的な生活」に

置換した質問紙を用いた。運動に対する自己効力感尺度は，15 項目 3

因子（アクション・セルフ・エフィカシー，コーピング・セルフ・エ

フィカシー，リカバリー・セルフ・エフィカシー）からなる。運動に

対するセルフ・エフィカシーについて， 1（まったくそう思わない）

から 5（かなりそう思う）の 5 件法で問う尺度である。この尺度は，

尼崎他（ 2013b）によって，信頼性および妥当性が確認されている。

置換後の質問紙は，本研究Ⅴの対象者である 39 名の脳卒中者に実施
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した調査により信頼性係数を算出したところ，アクション・セルフ・

エフィカシーα =.84，コーピング・セルフ・エフィカシーα =.87，お

よびリカバリー・セルフ・エフィカシーα =.88 が得られ，因子の内的

整合性が確認されている。  

 活動的な生活に対するアクション・セルフ・エフィカシー，コーピ

ング・セルフ・エフィカシーおよびリカバリー・セルフ・エフィカシ

ーについて 1（まったくそう思わない）から 5（かなりそう思う）の 5

件法で回答を得た。  

 

（ 5）活動性  

活動性の尺度としては，研究Ⅲで開発した APSS を用いた。 APSS

は，在宅脳卒中者の活動性を測定する尺度であり，3 因子（役割活動，

余暇活動，機能回復活動）， 14 項目からなる。料理，洗濯，掃除や片

付け，ボランティア活動，地域の会合への参加，レクリエーションへ

の参加，旅行，脳卒中仲間に会うこと，趣味の会合への参加，映画鑑

賞，友人に会うこと，自主練習，運動やスポーツ，および屋外歩行の

14 項目について，それぞれ， 1（まったくおこなっていない）から 5

（よくおこなっている）の 5 件法で回答を得た。  

 

（ 6）障害への心理的適応  

 障害への心理的適応の状態は，NAS-J-D（外里，2007）を用いて測

定した。27 項目の質問に対し，4 または 5 件法で回答を得た。スコア

リング・アルゴリズムにより，不安・うつ（不安やうつ状態の少なさ），

障害の受容（自分の障害を肯定的に受け止めいている程度），自己効

力感（セルフ・エフィカシー；自分には必要なことを実行できる力が
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あると感じる程度），自尊感情（自分を尊重する気持ちの程度），障害

者への態度（障害者に対して肯定的な態度を持ち程度），およびロー

カス・オブ・コントロール（リハビリテーションの成否がどの程度自

分の行動によって決まると感じている程度），の得点が算出できる。

得点が障害への心理的適応が良好であることを示す。  

 

（ 7） QOL 

QOL の測定には，福原・鈴鴨（ 2004）の，MOS 8 - i tem Short -Form 

Health  Survey（以下， SF-8 とする）を使用した。 SF-8 では，下位

尺度（身体機能，日常役割機能（身体），体の痛み，全体的健康感，

活力，社会生活機能，日常役割機能（精神），心の健康）についてそ

れぞれ 1 項目で測定する。 5 または 6 件法で回答を得た。スコアリン

グ・アルゴリズムにより，身体的健康および精神的健康のサマリース

コアが算出できる。  

 

（ 8）介入の評価  

 介入の評価として，質問紙調査をおこなった。質問紙調査は，Ruth，  

Saunders， Evans， & Joshi（ 2005）によるプロセス評価の手順を参

考に，（ a）介入の内容を覚えているか，（ b）立てた計画を実行したか，

および（ c）介入は生活に役立ったか，についてそれぞれ 5 件法で回

答を得た。  

通所リハビリテーションサービス利用者には，質問紙調査に加えて，

半構造化面接をおこなった。半構造化面接では，冊子・まとめシート・

介入の評価，および介入を受けた感想について質問した。  
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４．倫理的配慮  

 研究Ⅴは，早稲田大学，人を対象とする研究に関する倫理審査委員

会（承認番号： 2015‐ 314 および 2015‐ P001）および協力研究倫理

審査委員会（承認番号： 044）の許可を得た。調査の実施に先立ち，

対象者には，文書を用いて研究の目的，方法，および協力の拒否や同

意の撤回による不利益のないことを説明し，同意書への署名を得た。 

 

５．分析  

（ 1）介入前後の活動実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシー

の変化  

 通 所 リハビリテーションサービス利用者および回復期リハビリテ

ーション病院からの退院者の属性を比較した。年齢および発症からの

期間については，対応のない t 検定を用いて平均値を比較した。性別，

麻痺側，屋内移動手段および自立度，屋外移動手段および自立度につ

いては，比率の差の検定をおこなった。なお，本研究Ⅴでは，回答度

数 5 未満のセルが認められたため，Fisher の直接法による検定をおこ

なった。  

介入前（ T1）における，通所リハビリテーションサービス利用者お

よび回復期リハビリテーション病院からの退院者の活動実施意図，計

画，およびセルフ・エフィカシー下位因子得点について，対応のない

t 検定を用いて平均値を比較した。  

 介入前（ T1）から介入直後（ T2）にかけての，活動実施意図，計

画，およびセルフ・エフィカシー下位因子得点の変化量を算出し，年

齢，性別，麻痺側，発症からの期間，同居家族の有無，主な屋内移動

手段および自立度，主な屋外移動手段および自立度を共変量とする共
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分散分析を用いて，通所リハビリテーションサービス利用者および回

復期リハビリテーション病院からの退院者における，活動実施意図，

計画，およびセルフ・エフィカシー下位因子得点の変化量の差を検討

した。効果の大きさを明らかにするために，効果量として Cohen ’s  d

を算出した。効果量の基準は，鈴川・豊田（ 2012）に倣い，低い効果

量（ d＝ . 20），中程度の効果量（ d＝ . 50），および高い効果量（ d＝ . 80）

として 3 段階で評価した。  

 

（ 2）活動性， QOL および関連要因の経時的変化の検討  

 活動実施意図，計画，セルフ・エフィカシー，活動性，障害への心

理的適応，および QOL の経時的な変化を検討した。通所リハビリテ

ーションサービス利用者の活動実施意図，計画，およびセルフ・エフ

ィカシーは，T1 から T4 の 4 時期の各得点について，活動性，障害へ

の心理的適応，および QOL は， T1， T3，および T4 の 3 時期の各得

点について，一元配置分散分析および Bonferroni の多重比較検定を

用いて比較した。なお，回復期リハビリテーション病院からの退院者

の活動性については， T1 時点で活動を実施していないため，  T3 お

よび T4 の 2 時期の各得点を比較した。効果量を明らかにするため，  

Cohen ’s  f  または Cohen ’s  d を算出した。効果量の基準は，鈴川・豊

田（ 2012）に倣い，Cohen ’s  f  は，低い効果量（ f＝ . 10），中程度の効

果量（ f＝ . 25），および高い効果量（ f＝ . 40），Cohen ’s  d は，低い効果

量（ d＝ . 20），中程度の効果量（ d＝ . 50），および高い効果量（ d＝ . 80）

として 3 段階で評価した。  
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（ 3）介入の評価  

 介入の評価について，質問紙調査の回答は単純集計により各回答比

率を算出した。半構造化面接の回答は，Vaughn，Schumm，& Sinagub

（ 1996  井 下・田部井・柴原訳  2009）の方法に倣い，項目別に分

類した。  

解析には，PASW Stat is t i cs22.0 および R vers ion3.2 .5 を使用した。 

 

結果  

１．対象者の属性の比較  

 通所リハビリテーションサービス利用者 24 名および回復期リハビ

リテーション病院からの退院者 15 名の属性の比較を Table  4‐ 1 およ

び Table  4‐ 2 に示す。本調査の対象者においては，通所リハビリテ

ーションサービス利用者は，回復期リハビリテーション病院からの退

院者と比べ，年齢が有意に高く，発症からの期間が有意に長かった。

通所リハビリテーションサービス利用者は，回復期リハビリテーショ

ン病院から自宅へ退院予定の者と比べ，女性（調整済み残差＝ 2.1），

屋内移動手段が車椅子（調整済み残差＝ 2.5），屋外移動手段が車椅子

（調整済み残差＝ 2.9），屋外移動に介助を要す（調整済み残差＝ 3 .7）

者の割合が多かった。  

 

２．介入前後の活動実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシーの

変化  

 分 析 対象者数は，通所リハビリテーションサービス利用者 24 名

（ 100.0％）および回復期リハビリテーション病院からの退院者 15 名

（ 100.0％）であった。  
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Tabl e  4‐ 1 年齢・発症からの期間の比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

M SD M SD

年齢 73.7 9.9 65.6 9.7 2.51 (37) * ［1.56, 14.57］ .83

発症からの期間 7.3 7.1 0.4 1.0 3.79 (37) ** ［3.23, 10.64］ 1.00

**p＜.01　*p＜.05

Cohen's ｄ： .20=効果量小，.50=効果量中，.80=効果量大 （鈴川・豊田，2012）

通所リハ：通所リハビリテーションサービス利用者
回復期：回復期リハビリテーション病院からの退院者

95％信頼区間 d

通所リハ
n =24

回復期
n =15 t値 (df)
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Table  4‐ 2 属性の比較  

 

通所リハ

n =24

回復期

n =15

  Fisherの直接法

p  値

n（％） n（％）

調整済み残差 調整済み残差

性別 男性 11（ 45.8） 12（ 80.0）
.05

-2.1 2.1

女性 13（ 54.2） 3（ 20.0）

2.1 -2.1

麻痺側 右 7（ 30.4） 9（ 60.0）
.10

左 15（ 65.2） 6（ 40.0）

麻痺なし 1（  4.3） 0（  0.0）

屋内移動手段 歩行 16（ 66.7） 15（100.0）
.02

-2.5 2.5

車椅子 8（ 33.3） 0（  0.0）

2.5 -2.5

屋外移動手段 歩行 14（ 58.3） 15（100.0）
.01

-2.9 2.9

車椅子 10（ 41.7） 0（  0.0）

2.9 -2.9

屋内移動自立度 自立 22（ 91.7） 15（100.0）
.51

要介助・見守り 2（   8.3） 0（   0.0）

屋外移動自立度 自立 6（ 25.0） 13（ 86.7）
.00

-3.7 3.7

要介助・見守り 18（ 75.0） 2（ 13.3）

3.7 -3.7

通所リハ：通所リハビリテーションサービス利用者
回復期：回復期リハビリテーション病院からの退院者
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通所リハビリテーションサービス利用者および回復期リハビリテ

ーション病院からの退院者という 2 つの対象者群において，冊子を用

いた介入によるによる，活動実施意図，計画，およびセルフ・エフィ  

カシー得点の変化を検討した。結果を Table  4‐ 3 に示す。 T1 におい

て，通所リハビリテーションサービス利用者および回復期リハビリテ

ーション病院からの退院者の活動実施意図，計画，およびセルフ・フ

ィカシーの下位因子得点に有意な差は確認されなかった。  

各得点の変化量は，回復期リハビリテーション病院からの退院者に

おける活動実施意図得点を除き，いずれも正の値であった。活動実施

意図，計画，およびセルフ・エフィカシーの下位因子得点の変化量を

従属変数，属性を共変量とする共分散分析をおこなった。その結果，

活動実施意図の変化量に，対象者群による差異が確認された。  

 

３．通所リハビリテーションサービス利用者における活動性， QOL，

および関連要因の経時的変化  

 分析対象者は， T4 までの調査を完遂した 24 名（ 100.0％）であっ

た。  

 

（ 1）経過  

 初回の介入において決定した活動および計画について，その後の介

入で変更を要したものは 5 名（ 20.8％）であった。修正時期は，介入

2 週間後が 3 名（ 12 .5％），介入 1 ヵ月後（ T3）が 2 名（ 8 .3％）であ

った。介入 2 週間後における修正内容は，活動範囲の狭小 1 件，実施

回数の減少 1 件，および活動頻度の減少 1 件であった。介入 1 ヵ月後

（ T3）における修正内容は，活動頻度の減少 1 件，および新規の活動  
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Tabl e  4‐ 3 介入前後の活動実施意図，計画，  

およびセルフ・エフィカシー得点の変化  

 

 

 

 

 

 

 

 

M SD M SD M SD

活動実施意図 通所リハ 22.13 5.08 23.04 4.04 .92 1.67 2.17 * ［  .15,    5.28］ .53

回復期 23.13 3.77 22.80 3.14 -.33 3.22

計画

行動計画 通所リハ 14.83 6.79 21.42 4.31 6.58 4.53 1.17 ［-1.92,   7.07］ .65

回復期 18.53 5.20 22.07 3.37 3.53 4.98

対処計画 通所リハ 15.25 6.35 21.04 4.75 5.79 4.75 -.01 ［-4.24,   4.21］ .71

回復期 18.20 5.05 20.60 4.10 2.40 4.87

合計 通所リハ 30.08 12.88 42.46 8.70 12.37 8.66 .66 ［-5.42, 10.54］ .75

回復期 36.73 9.77 42.67 7.15 5.93 8.61

SE

アクションSE 通所リハ 16.96 6.57 22.46 3.73 5.50 5.66 .29 ［-4.59,   6.13］ .08

回復期 16.13 4.17 21.20 5.31 5.07 4.46

コーピングSE 通所リハ 17.88 5.62 22.04 4.18 4.17 4.68 .26 ［-4.19,   5.39］ .04

回復期 16.07 5.44 20.07 3.28 4.00 4.38

リカバリーSE 通所リハ 17.92 6.27 22.42 4.00 4.50 4.89 1.65 ［-1.05,   9.75］ .72

回復期 18.00 5.63 18.87 4.02 .87 5.26

合計 通所リハ 52.75 17.98 66.92 11.48 14.17 14.29 .83 ［-8.39, 19.83］ .31

回復期 50.20 13.10 60.13 11.93 9.93 12.07

95％信頼区間 ｄ

*
p＜.05

Cohen's ｄ： .20=効果量小， .50=効果量中， .80=効果量大（鈴川・豊田，2012）

通所リハ：通所リハビリテーションサービス利用者
回復期：回復期リハビリテーション病院からの退院者
SE：セルフ・エフィカシー

介入前得点 介入直後得点 変化量
  ｔ値
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への挑戦 1 件であった。修正回数は 1 回であった。  

 

（ 2）活動実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシーの変化  

 活 動 実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシーの分析結果を

Table  4‐ 4 に示す。  

 行動計画，対処計画，計画合計，リカバリー・セルフ・エフィカシ

ー，およびセルフ・エフィカシー合計得点は， T1 の得点とその後の

各時期の得点との間に有意な差が確認された。  

 アクション・セルフ・エフィカシー，およびメンテナンス・セルフ・

エフィカシー得点は， T1 の得点と， T2 および T4 の得点の間に有意

差が確認された。有意ではないものの，T2 から T3 にかけては，得点

が低下した。  

 

（ 3）活動性の変化  

活動性についての分析結果を Table  4‐ 5 に示す。余暇活動および

活動性合計は，T1 から T4 にかけて時間の経過とともに向上した。役

割活動は， T1 および T3 の得点と T4 の得点の間に有意な差が認めら

れた。機能回復活動は T1 の得点と T3 および T4 の得点の間に有意な

差が認められた。  

 

（ 4）障害への心理的適応，および QOL の変化  

障害への心理的適応，および QOL の分析結果を Table  4‐ 6 に示す。 

障害への心理的適応は，障害の受容および合計において， T1 の得

点と T4 の得点の間に差が認められた。  

 QOL のうち， T1 と T3 の得点の間に差が確認された項目は，全体  
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的健康感，活力，社会生活機能，精神的健康および合計であった。T1

と T4 の得点の間に差が確認された項目は，日常役割機能（身体），心

の健康，日常役割機能（精神）および身体的健康であった。  

 

（ 5）介入の評価  

 介入の評価についての質問紙調査の結果を Table  4‐ 7 に示す。介

入の内容は，全員が，「よく覚えている」または「やや覚えている」

と回答した。立てた計画の実行の程度は， 95.8%が「よく実行した」

または「やや実行した」と回答した。介入は生活に役立ったかについ

ては，83.3%が「大変役立った」または「やや役立った」と評価した。  

 半構造化面接の結果を Table  4‐ 8 に示す。よかった点として，「持

ち帰れる」，「掲示できる」，「手書きである」と言った冊子およびまと

めシートという媒体への評価が挙げられた。まとめシートの利点とし

ては，「麻痺のためにページをめくることが大変なので，一枚のまと

めシートにまとまっていると助かる」という意見があった。また，「後

遺症に個人差がある」，「構音障害によりグループ介入では発言しにく

い」といった理由により，個別介入であることが肯定的に評価された。

改良点としては，冊子の見やすさの改善，セルフモニタリグシートの

追加，ソーシャルサポートの確保，既知の者からの助言，および同病

者による介入の希望などの意見が挙げられた。その他，介入による効

果として，「改めて活動について考えるきっかけになった」，「新しい

ことに挑戦するきっかけになった」など，肯定的な意見が聞かれた。 
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Ta b l e  4‐ 7 通 所リハビリテーションサービス利用者による  

介入の評価（質問紙）  

 

 

 

 

 

 

質問 回答        n       　 (%)

介入の内容を覚えているか よく覚えている 22 91.7

やや覚えている 2 8.3

どちらともいえない 0 0.0

あまり覚えていない 0 0.0

まったく覚えていない 0 0.0

立てた計画を実行したか よく実行した 20 83.3

やや実行した 3 12.5

どちらともいえない 0 0.0

あまり実行していない 1 4.2

まったく実行していない 0 0.0

介入は生活に役立ったか 大変役立った 15 62.5

やや役立った 5 20.8

どちらともいえない 3 12.5

あまり役立たなかった 1 4.2

まったく役立たなかった 0 0.0
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Ta b l e  4‐ 8 通 所リハビリテーションサービス利用者による  

介入の評価（半構造化面接）  

 

 

カテゴリー 具体例

冊子 冊子の読みやすさ ・冊子に文字とイラストがあることで読みやすかった 8

持ち帰れる媒体 ・冊子を持って帰ったので，活動について家族と話すことができた 8

例の一致性 ・自分と同じ境遇の例があり親近感がわいた 8

分かりやすい流れ ・冊子の流れが分かりやすかった 4

低い難易度 ・内容が難しすぎず，見直しをできる程度であることがよかった 1

まとめシート 掲示できる形式 ・まとめシートが目に入るので，実施しない日が少なくなった 9

介入内容の合一化 ・麻痺のためページをめくることが大変なので，一枚にまとまっていると助かる 2

自己への適合感

・まとめシートに自分の名前が記載してあることで，「自分のためのもの」
　という感じがして，実行してみようと思えた
・まとめシートが手書きであることが良かった。パソコンだと，みんな一緒
　の決められたものという感じがしてしまう。

2

介入 個別介入
・すぐに質問ができるので一対一での介入が良かった
・それぞれ麻痺の程度や生活環境が違うので個別介入でよかった
・構音障害がありグループ介入では発言しにくい

10

面談頻度 ・ちょっと挑戦したところで聞いてもらえるので頻度がちょうどよかった 6

介入者の存在
・計画を立てることは一人では困難。介入者がいればできる
・字を読み続けることが困難であるため，一緒に考える方式でよかった

5

介入時間 ・介入時間がちょうどよかった 3

継続を含めた活動の決定
・新しい活動の開始は不安が大きいので，今やっていることを続けていく，
　頻度をあげるという提案がよかった

2

計画の再検討 ・途中で時期に応じた計画の立て直しができてよかった 1

冊子 冊子の見やすさの改善
・青地に青文字は見にくい
・字が小さい

3

計画例の増加
・計画の例は多い方がよい
・対処計画の練習問題があるとよい

2

属性に配慮した構成 ・活動の例は，年代別で提示してあるとよい 1

まとめシート セルフモニタリングシートの追加
・やったことを家族に見てもらえるように，記録する表がほしい。
・実施できなかった理由を記録できる欄がほしい

3

介入 ソーシャルサポートの確保
・活動の実施について家族に協力依頼をしてほしい
・対処計画は家族との相談なしでは立案が難しい

3

既知の者からの助言 ・自分を知っている人からのアドバイスが欲しい 2

同病者による介入 ・脳卒中者が介入者を務める介入だと聞き入れやすい 1

介入時間の延長 ・もう少しゆっくり考える時間があるとよい 1

介入頻度の調整
・頻回に実施状況の確認とアドバイスがあるとなおよい
・習慣になっている活動の場合は計画立案後の確認は必要ない

1

活動の再意識化 ・改めて活動について考えるきっかけになった 5

計画の汎用 ・新しい活動に挑戦する際にも家族と計画を考えてみた 2

新規の挑戦 ・新しいことに挑戦するきっかけになった 1

自主性の促進 ・「自分で活動を行なっていくんだ」という決意ができた 1

気持ちの変化 ・外へ出るようになり，できる力があることに気づき気持ちが明るくなってきた 1

可能性への気づき ・まだできそうなことがあると気づけた 1

回答数
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３．回復期リハビリテーション病院からの退院者にお ける活動性，

QOL，および関連要因の経時的変化  

 分析対象者は，T4 までの調査を完遂した 10 名（ 66.7％）であった。

分析対象者の属性を Table  4‐ 9 に示す。  

 

（ 1）経過  

介入後に活動および計画を変更した者は，4 名（ 40.0%）であった。

修正内容は，活動項目の変更 4 件であった。変更の理由は，（犬の散

歩をしようとしていたが）犬が亡くなったため，めまいやふらつきが

ひどくなったため，肩こりがひどくなったため，および予想していた

以上に金銭がかかるため，であった。変更回数は， 4 名とも 1 回であ

った。変更は， 4 名とも T2 から T3 の間で生じた。  

 

（ 2）活動実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシーの変化  

 活 動 実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシーの分析結果を

Table  4‐ 10 に示す。  

有意な差が確認された項目は，T1 から T2 にかけての行動計画のみ

であった。  

 

（ 3）活動性の変化  

活動性についての分析結果を Table  4‐ 11 に示す。  

 役割活動の T3 と T4 の得点の間に小さな効果量が確認された。  

 

（ 4）障害への心理的適応，および QOL の変化  

 障害への心理的適応および QOL の変化を Table  4‐ 12 に示す。 T1 
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Tabl e  4‐ 9 回復期リハビリテーション病院からの退院者における  

分析対象者の属性  

 

 

 

 

 

 

          項目     カテゴリー       n                　  (%)

男性 8 80.0

女性 2 20.0

脳梗塞 5 50.0

脳出血 5 50.0

くも膜下出血 0 0.0

右 6 60.0

左 4 40.0

両側 0 0.0

なし 0 0.0

車椅子 0 0.0

歩行 10 100.0

要介助（見守り含む） 0 0.0

自立 10 100.0

車椅子 0 0.0

歩行 10 100.0

要介助（見守り含む） 1 10.0

自立 9 90.0
屋外移動自立度

屋内移動手段

屋内移動自立度

性別

疾患名

麻痺側

屋外移動手段
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と T3 の日常役割機能（身体）得点に有意な差が認められた。その他

有意差が確認された項目はなかった。  

 

（ 5）介入の評価  

介入の評価についての結果を Table  4‐ 13 に示す。介入の内容は，

全員が，「よく覚えている」または「やや覚えている」と回答した。

立てた計画の実行の程度は， 90.0%が「よく実行した」または「やや

実行した」と回答した。介入は生活に役立ったかについては， 80.0%

が「大変役立った」と評価した。  

 

考察  

研究Ⅴでは，冊子を用いた介入を試行し，活動性，QOL および関連

要因の経時的な変化を検討した。具体的には，介入前後の活動実施意

図，計画，セルフ・エフィカシーの変化の検討，および通所リハビリ

テーションサービス利用者・回復期リハビリテーション病院からの退

院者という 2 つの対象者群における，活動性， QOL および関連要因

の経時的な変化の検討をおこなった。  

 

１．介入前後の活動実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシーの

変化  

通所リハビリテーションサービス利用者，および回復期リハビリテ

ーション病院からの退院者という 2 つの対象者群における，介入前後

の活動実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシー下位因子得点の

変化を検討した。  

活動実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシー下位因子得点の  
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Ta b l e  4‐ 1 3 退 院者による介入プログラムの実行可能性の評価  

 

 

 

 

 

 

 

質問 回答        n       　 (%)

介入の内容を覚えているか よく覚えている 8 80.0

やや覚えている 2 20.0

どちらともいえない 0 0.0

あまり覚えていない 0 0.0

まったく覚えていない 0 0.0

立てた計画を実行したか よく実行した 8 80.0

やや実行した 1 10.0

どちらともいえない 0 0.0

あまり実行していない 1 10.0

まったく実行していない 0 0.0

介入は生活に役立ったか 大変役立った 8 80.0

やや役立った 0 0.0

どちらともいえない 1 10.0

あまり役立たなかった 1 10.0

まったく役立たなかった 0 0.0
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変化量は，回復期リハビリテーション病院からの退院者における活動

実施意図得点以外，正の値を呈した。したがって，一部限定的である

ものの，本介入は，活動性の先行因子である活動実施意図，計画，お

よびセルフ・エフィカシーの向上を促すことが確認された。  

活動実施意図については，通所リハビリテーションサービス利用者，

および回復期リハビリテーション病院からの退院者のいずれの 対象

者群においても，天井効果が確認されている。しかしながら，これら

2 つの対象者群において，属性で調整後，介入前後の活動実施意図に

変化量の差異が確認された。回復期リハビリテーション病院からの退

院者においては，活動実施意図得点の変化量は負の値を呈した。回復

期リハビリテーション病院からの退院者において活動実施意図得点

が低下した理由として，冊子を用いた介入のみでは，活動実施意図へ

のアプローチが不十分であったと考えられる。研究Ⅰの結果から，活

動実施意図の先行因子は，家族・友人からの推奨，専門家からの情報，

脳卒中仲間の存在，自己の経験，および症状の理解であることが分か

っている（小沼，2016a）。本冊子は，家族・友人からの推奨，専門家

からの情報，脳卒中仲間の存在，自己の経験，および症状の理解が促

進されるよう作成したが，回復期リハビリテーション病院から自宅へ

退院予定の者は，未だ後遺症を有した状態での在宅生活を経験してい

ない。そのため，活動実施における，自己の経験，および症状の理解

は不十分であり，意図の向上につながらなかったと考えられる。  

 

２．通所リハビリテーションサービス利用者における活動性， QOL，

および関連要因の経時的変化  

 通所リハビリテーションサービス利用者を対象に，冊子を用いた介
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入，および介入 2 週間後・ 1 ヵ月後の面談を実施し，活動実施意図，

計画，セルフ・エフィカシー，活動性，障害への心理的適応，および

QOL の経時的変化を検討した。多くの項目において得点の向上が確認

された。  

余暇活動，機能回復活動は，介入直前（ T1）から介入 1 ヵ月後（ T3）

にかけて，早期に得点が向上したものの，役割活動の得点の向上は，

介入 1 ヵ月後（ T3）から介入 3 ヵ月後（ T4）に確認された。役割活

動の向上が他の活動に比べ遅延して生じた理由として，役割活動は，

料理，洗濯，掃除や片付け，ボランティア活動，および地域の会合へ

の参加という内容であり，活動を開始するには，家族や地域の人たち

との調整が必要であったためと推察される。効率的な活動性の向上に

は，半構造化面接から明らかになった改良点にもあるように，本介入

に加えて，ソーシャルサポートの確保が必要かもしれない。  

 障害への心理的適応および QOL の多くの下位因子得点の向上が介

入 3 ヵ月後（ T4）に見られたことは，研究Ⅰの結果に基づき説明でき

る。研究Ⅰにおいて，活動性が QOL に影響を与えるプロセスには，

活動の実施により目的が達成され，QOL の向上につながるというプロ

セス，および活動をおこなうことで，障害への心理的適応が促進され

QOL の向上につながるというプロセスの 2 種類があることを示した

（小沼他， 2016a）。つまり，障害への心理的適応および QOL の変化

は，活動性の変化に続いて生じる。本研究Ⅴにおける活動性（役割活

動，余暇活動，および活動性合計）は介入 1 ヵ月後（ T3）から 3 ヵ月

後（ T4）に向上が確認されている。そのため，障害への心理的適応お

よび QOL は介入 3 ヵ月後（ T4）以降も変化すると考えられる。した

がって，本介入による障害への心理的適応および QOL への効果を明
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確にするには，より長期のフォローアップ調査が望まれる。  

 介入 2 週間後および介入 1 ヵ月後（ T3）において， 4 名（ 16.7％）

の対象者が，活動範囲，実施回数の減少，活動頻度の減少という計画

の修正を要した。また，有意ではないものの，アクション・セルフ・

エフィカシー，およびメンテナンス・セルフ・エフィカシー得点が介

入直後（ T2）から介入 1 ヵ月後（ T3）にかけて低下した。以上のこ

とから，介入をきっかけとして，新しい活動をおこない始めても，す

ぐには活動および計画に適応できない場合があると考えられる。した

がって，セルフ・エフィカシーの低下による活動の非実施を防ぐため

には，介入後  1 ヵ月までの間にフォローアップ介入をおこない，設定

した活動および計画の見直しが必要である。  

 介入の評価では，冊子およびまとめシートという媒体，および個別

介入であることが肯定的に評価された。特に，まとめシート 1 枚に介

入内容が要約されており，ページをめくる必要がない点，および個別

介入であり他者に遠慮せずに発言できる点は，脳卒中による後遺症と

関連して評価されていた。脳卒中者に対する個別介入の必要性は，

Jacqui  et  a l．（ 2014）も述べているが， 1 枚に要約することの必要性

は新しい視点である。改良点として，セルフモニタリグシートの追加，

およびソーシャルサポートの確保が挙がった。セルフモニタリングシ

ートが必要な理由として，「やったことを家族に見てもらえるように，

記録する表がほしい」という意見があった。在宅脳卒中者が活動性を

向上させていく過程において，「家族」の存在が大きいことがうかが

える。研究Ⅱの活動実施の促進要因においても，支援者の存在，およ

び他者からの評価があった。家族や支援者によるソーシャルサポート

をどのように得ていくかは，今後，介入プログラム改良をおこなう上
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で重要な課題である。介入の改良点として，既知の者からの助言，お

よび同病者による介入の希望が挙がった。今回の試行では，リハビリ

テーション専門職である研究者が介入者を務めたが，今後は，専門職

以外が介入者となる場面を想定する必要があるかもしれない。  

 本試行においては，統制群を設けていないため，介入の効果につい

ては言及できない。しかしながら，発症から 1 年以上経過した脳卒中

者の活動性は変化しにくい（ Aziz  et  a l．2008；Jansen，2011）中で，

発症から平均 7 年が経過した対象者の活動性において向上が得られた

ことは肯定的な結果と解釈できる。  

 

３．回復期リハビリテーション病院からの退院者における活動性，

QOL，および関連要因の経時的変化  

 回復期リハビリテーション病院からの退院者を対象に，冊子を用い

た介入を実施し，活動実施意図，計画，セルフ・エフィカシー，活動

性，障害への心理的適応，および QOL の経時的変化を検討した。  

有意差が確認された項目は，介入前（ T1）から介入直後（ T2）に

かけてのアクション・セルフ・エフィカシー，介入 1 ヵ月後（ T3）か

ら介入 3 ヵ月後（ T3）にかけての役割活動，および，介入前（ T1）

から介入 1 ヵ月後（ T3）にかけての QOL の日常役割機能（身体）の

みであった。  

 Hopman & Verner（ 2003）は， 85 名の脳卒中者を対象とした研究

において，入院中から退院後にかけて，QOL の指標である SF-36 の 8

つの下位尺度のうち，全体的健康感，身体の痛み，社会生活機能，心

の健康，および日常役割機能（精神）の得点が有意に低下したことを

報告している。本研究Ⅴにおいては有意な低下は確認されていない。
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そのため，本研究Ⅴにおいては，介入によって肯定的な結果を示した

と捉えることができる。  

水本・竹内（ 2008）に基づくと，本研究Ⅴでは，対象者が 10 名と

少なく，有意差が得られにくい。今後は，サンプルサイズの拡充，お

よび統制群との比較による効果の検証をおこなう必要がある。  

 

４． 2 つの対象者群における変化の比較  

 回復期リハビリテーション病院からの退院者においては，介入直後

の活動実施意図の向上が確認できなかった。さらに，通所リハビリテ

ーションサービス利用者と比べ，介入前後の活動実施意図の変化量が

有意に小さかった。  

 意図，計画，およびセルフ・エフィカシー下位因子得点の経時的変

化について，通所リハビリテーションサービス利用者では，介入直後

（ T2）に得られた得点の向上が，介入 3 ヵ月後（ T4）まで維持され

ている。一方，回復期リハビリテーション病院からの退院者において

は，得点の向上および維持は確認できなかった。  

 活動性の経時的な変化は，通所リハビリテーションサービス利用者

では，役割活動，余暇活動，および活動性合計において，介入 1 ヵ月

後（ T3）から介入 3 ヵ月後（ T4）にかけて得点の向上が確認された。

一方，回復期リハビリテーション病院からの退院者では，介入 1 ヵ月

後（ T3）から介入 3 ヵ月後（ T4）にかけて向上が確認された項目は，

役割活動のみであった。   

 障害への心理的適応について，通所リハビリテーションサービス利

用者では，障害の受容，および合計得点において，介入前（ T1）から

介入 3 ヵ月後（ T4）にかけて，有意な向上が確認された。一方，回復
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期リハビリテーション病院からの退院者では，有意な変化が確認され

た下位因子は存在しなかった。  

QOL の下位因子得点は，通所リハビリテーションサービス利用者で

は，身体機能および身体の痛み以外の下位因子得点が向上した。一方，

回復期リハビリテーション病院からの退院者では，介入前（ T1）と介

入 1 ヵ月後（ T3）の日常役割機能（身体）のみ有意な差が確認された。  

通所リハビリテーションサービス利用者，および回復期リハビリテ

ーション病院からの退院者に対する介入において，通所リハビリテー

ションサービス利用者に対する介入の方が，より多くの項目の変化を

得ることができた。 2 つの対象者群には，脳卒中発症後の在宅生活経

験の有無，および介入後における面談でのフォローアップの有無とい

う違いがある。通所リハビリテーションサービス利用者においては，

在宅生活経験があることにより，介入において，活動実施意図の促進

要因である，家族・友人からの推奨，専門家からの情報，脳卒中仲間

の存在，自己の経験，および症状の理解が機能しやすかったと想定で

きる。さらに，介入 2 週間後，および介入 1 ヵ月後（ T3）において，

面談をおこない，計画を実施する自信感が低い場合には計画の再検討

をおこなった。これにより，介入によって向上した計画およびセル

フ・エフィカシーが維持でき，活動性，障害への心理的適応，および

QOL が向上したと考えられる。したがって，在宅生活を経験した後に

介入をおこなうこと，および介入後のフォローアップが効果的な介入

につながる可能性が示唆された。在宅生活の経験の有無が，介入効果

につながるか否かについて言及するには，在宅生活を経験している他

の対象（介護保険を利用したリハビリテーション介入を受けていない

者，および訪問リハビリテーションのみを受けている者）を含めた比
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較検討が必要である。  

 

第 3 節  介入者による介入プログラムの評価（研究Ⅵ）  

 介入は，対象者にとって有用であることに加えて，介入者が対象者

に提供しやすいものであることが必須である（竹中，2012b）。そこで，

研究Ⅵでは，回復期リハビリテーション病院からの退院者を対象とし

た検討において，介入者となった者を対象に，冊子を用いた介入の実

行可能性を評価した。  

 

方法  

１．対象  

 対象者は，研究Ⅴの回復期リハビリテーション病院から自宅へ退院

する者を対象とした検討において，介入者となった理学療法士および

作業療法士 7 名であった。  

 

２．手続き  

 回 復 期リハビリテーション病院から自宅へ退院予定の者を対象と

した介入を実施した後に，自記式の質問紙を手渡した。回答後の質問

紙は，回復期リハビリテーション病院リハビリテーション室内の鍵付

きの回収箱にて回収した。  

  

５．調査項目  

（ 1）基本属性  

 性別，職種，リハビリテーション専門職としての経験年数を尋ねた。 
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（２）介入の実施可能性  

 （ a）冊子の内容の分かりやすさ，（ b）介入のおこないやすさ，  

（ c）介入にかかる時間の適切さ，（ d）退院指導としての有益さ，お

よび（ e）退院時指導としての採用の可能性について，それぞれ 5 件

法で回答を得た。（ c）介入にかかる時間の適切さについて否定的な評

価であった場合には，さらに，長い，または短いの 2 件法にて，介入

にかかる時間が不適切であると評価した理由を聞いた。また，自由回

答にて感想の記載を依頼した。  

 

７．分析  

 分析は，単純集計により，介入の実施可能性に関するそれぞれの項

目について回答比率を算出した。  

 

結果  

 対象者は， 7 名（男性 2 名，女性 5 名）であった。職種は，理学療

法士 6 名，作業療法士 1 名，リハビリテーション専門職としての経験

年数の中央値は 4 年（ 1‐ 11）であった。  

 実行可能性に関する質問への回答結果を Table  4‐ 14 に示す。（ a）

冊子の内容の分かりやすさ，（ b）介入のおこないやすさ，（ d）退院指

導としての有益さ，および（ e）退院時指導としての採用の可能性に

ついては，否定的な評価をした者は存在しなかった。しかしながら，

（ b）介入にかかる時間の適切さについては，28.6%の介入者が否定的

な評価であり，その理由として，全員が介入にかかる時間が「長い」

と回答した。  

自由回答では「説明や，活動を決める際に時間がかかった」 2 件，   
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Ta b l e  4‐ 1 4 介 入者による介入プログラムの評価  

 

 

質問 回答        n           (%)

冊子の内容はわかりやすかったか とてもそう思う 4 57.1

ややそう思う 1 14.3

どちらともいえない 2 28.6

あまりそう思わない 0 0.0

まったくそう思わない 0 0.0

介入はおこないやすかったか とてもそう思う 4 57.1

ややそう思う 2 28.6

どちらともいえない 1 14.3

あまりそう思わない 0 0.0

まったくそう思わない 0 0.0

介入にかかる時間は適切だったか とてもそう思う 4 57.1

ややそう思う 0 0.0

どちらともいえない 1 14.3

あまりそう思わない 2 28.6

まったくそう思わない 0 0.0

介入は退院指導に役立ったか とてもそう思う 4 57.1

ややそう思う 2 28.6

どちらともいえない 1 14.3

あまりそう思わない 0 0.0

まったくそう思わない 0 0.0

今後の退院指導に使用したいと思うか 大変役立った 4 57.1

やや役立った 2 28.6

どちらともいえない 1 14.3

あまり役立たなかった 0 0.0

まったく役立たなかった 0 0.0
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「リハビリテーション介入時間内で実施できればよい」 1 件，および

「事前研修があってよかった」 1 件という回答があった。  

 

考察  

 研究Ⅵでは，回復期リハビリテーション病院からの退院者を対象と

した検討において介入者となった者を対象に，介入の実行可能性を評

価した。概ね良好な評価であったが，介入にかかる時間については，

「長い」という意見が約 3 割あった。介入者が介入にかかる時間を「長

い」と判断した理由は，自由回答の結果から読み取ることができる。

それは，対象者である脳卒中者が，活動を決定することに時間を要し

たため，あるいは本介入をリハビリテーション介入時間内に実施でき

なかったためであった。活動決定に要する時間を短縮するには，対象

者が在宅での活動実施をイメージできてから介入をおこなう必要が

あると考えられる。また，本試行のようにリハビリテーション専門職

が介入をおこなう場合には，リハビリテーション介入時間内に介入を

おこなえるよう，介入の効果を明確にし，各施設・病院，およびリハ

ビリテーション専門職の理解を得る必要がある。介入者の時間的負担

感の軽減は，今後の検討課題である。  

  

本章のまとめ  

 第 4 章では，通所リハビリテーションサービス利用者，および回復

期リハビリテーション病院からの退院者を対象に，活動性向上を支援

する行動変容型介入プログラムの試行的介入をおこなった。  

結果に基づく介入プログラムのポイントは，以下の 3 点である。  

（ 1）介入は退院後の生活を経験した後に実施したほうが，より効果
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が得られる可能性がある。  

（ 2）介入後，特に活動開始直後には，活動および計画の再検討をお

こなうフォローアップ介入が必要である。  

（ 3）まとめシートに介入の内容を要約すること，および個別で介入

をおこなうことは，後遺症を有した脳卒中者を対象とした介入におい

て重要である。  

 介入プログラムの検討課題としては，活動性向上に向けたソーシャ

ルサポートの確保，および介入者の時間的負担感の軽減の 2 点が挙げ

られる。  

今後の試行においては，介入 3 ヵ月後以降のフォローアップ調査，

専門職以外が介入者を務める介入の試行，および対象者の拡充が望ま

れる。
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第 5 章  総合考察  

 本研究の目的は，脳卒中者の QOL 向上を目指し，活動性向上を支

援する行動変容型介入プログラムの開発および評価を することであ

った。以下に，本研究において得られた知見と意義，および限界点を

まとめ，今後の展望を述べる。  

 

第 1 節  本研究において得られた知見と意義  

本研究で得られた知見の要約  

第 1 章では，本研究の目的および意義を概説し，本研究の構成を示

した。  

 第 2 章においては，脳卒中者を取り巻く現状および支援における課

題についてのべ，背景を整理した。その結果，在宅脳卒中者の QOL

向上には，活動性に着目した介入が有効であること，および在宅脳卒

中者の活動性の向上を支援する介入においては，脳卒中者の自立的な

活動性の向上を促す行動変容型の介入プログラムが望まれることが

わかった。  

 第 3 章では，「在宅脳卒中者の活動性向上を支援する行動変容型介

入プログラム」の開発における基礎資料を得ることを目的として，研

究Ⅰから研究Ⅳのフォーマティブ・リサーチをおこなった。  

研究Ⅰでは，在宅脳卒中者の活動性向上を支援する介入の動向につ

いて先行研究を概観した。その結果，介入プログラム開発に先立つ課

題として，活動性向上の機序を明らかにする必要があること，および

専門職による個別介入を基本とし，介入効率のよいプログラムの開発

が必要であることが示された。そこで，研究Ⅱ‐Ⅳにおいて，介入プ

ログラム開発に先立つ基礎研究をおこなった。研究ⅡおよびⅢでは，
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活動性向上の機序について，研究Ⅳでは，介入の効率化を図ることを

目的として，活動性に対する属性の影響について検討した。  

研究Ⅱでは，在宅脳卒中者における活動性の関連要因，および活動

性が QOL に与える影響を質的に検討した。この結果に基づき，活動

実施意図，計画，およびセルフ・エフィカシーに働きかける介入によ

って変化した活動性は，障害への心理的適応，および QOL に影響を

与えるという介入のモデルを作成した。活動実施意図には，「家族・

友人からの推奨」，「専門家からの情報」，「脳卒中仲間の存在」，「自己

の経験」，および「症状の理解」が影響を与えること，活動性には，「支

援者の存在」，「具体的な目標」，「他者からの評価」，「効果の実感」，

および「活動環境・方法の調整」が影響を与えることがわかった。  

研究Ⅲにおいては，活動性と QOL の関係に焦点を当て，活動性が

QOL に与える影響を量的に検討した。その結果，介入においては，単

一の活動のみならず，役割活動，余暇活動，および機能回復活動のそ

れぞれの因子の活動性向上を促す必要があることが示された。  

研究Ⅳでは，活動性に対する属性の影響を検討し，男性には機能回

復以外を目的とした活動を推奨すること，および移動手段が車椅子の

者には，車椅子上でも実施可能な活動を推奨することの必要性が示唆

された。  

 第 4 章では，これまでの知見に基づき活動性向上を支援する行動変

容型介入プログラムを開発した。なお，介入媒体は冊子とした。研究

Ⅴでは，通所リハビリテーションサービス利用者，および回復期リハ

ビリテーション病院からの退院者という 2 つの対象者群において，介

入を試行し有用性の評価をおこなった。その結果，通所リハビリテー

ションサービス利用者では，介入によって，活動実施意図，計画，お
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よびセルフ・エフィカシーが変化し，介入 3 ヵ月後にかけて，活動性

および QOL が向上した。回復期リハビリテーション病院からの退院

者においては，介入による意図の変化が得られなかった。介入 3 ヵ月

後にかけて， QOL の低下は確認されなかったものの，活動性および

QOL の向上は限定的であった。   

研究Ⅵでは，介入者による介入プログラムの評価をおこなった。そ

の結果，リハビリテーション専門職による介入においては，介入者の

時間的負担感が大きいことがわかった。  

研究Ⅴおよび研究Ⅵに基づき，介入プログラムのポイントとして，

（ a）介入は退院後の生活を経験した後に実施したほうが，効果が得

られる可能性があること，（ b）活動開始直後には，フォローアップ介

入が必要であること，および（ c）まとめシートに介入の内容を要約

すること，および個別で介入をおこなうことは，後遺症を有した脳卒

中者を対象とした介入において重要であること，が挙げられた。  

 

本研究の意義  

 本研究では，フォーマティブ・リサーチに基づき介入プログラムを

開発し，試行的介入をおこなった。  

フォーマティブ・リサーチにおいては，在宅脳卒中者の活動性の関

連要因および QOL に与える影響についてのモデルを示した。このモ

デルは，対象行動を「在宅脳卒中者の活動性」に限定した。そのため，

活動性の関連要因おいて，健康行動の変容を支援する介入において用

いられている TPB（ Azjen，1991）または HAPA（ Schwarzer，1992）

と一致する点がありながら，「在宅脳卒中者の活動性」に特化したモ

デルであるという特徴がある。一致する点とは，活動性の予測行因子
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として，活動実施意図，セルフ・エフィカシー（ TPB では行動統制感），

および計画が作用するという点である。「在宅脳卒中者の活動性」に

特化している点とは，たとえば，活動実施意図の形成にかかわる要因

が，「家族・友人からの推奨」，「専門家からの情報」，「脳卒中仲間の

存在」，「自己の経験」，および「症状の理解」であるように，モデル

を構成する要因が具体的である点である。モデルを構成する要因が具

体的であることにより，本モデルは，在宅脳卒中者の活動性向上を支

援する介入の指針となり得る。さらに，本モデルでは，在宅脳卒中者

の活動性が QOL に与える過程を示した。これまで，在宅脳卒中者の

活動性が QOL に肯定的な影響を与えることは示されているが，その

過程については不明確であった。本モデルでは，活動性が QOL に影

響を与える過程において，「障害への心理的適応」を媒介した経路が

存在することを明らかにした。これは，「各人にとっての QOL の向上」

（上田，2013）を目標とするリハビリテーションにおいて重要な知見

である。他に，在宅脳卒中者の活動性が，役割活動，余暇活動，およ

び機能回復活動の 3 因子からなること，単一の活動のみならず多種の

活動性向上を促す必要があること，および性別・移動手段に配慮して

活動性項目を提案する必要があることを明らかにし，介入プログラム

開発の基礎資料とした。本研究では，冊子を用いた介入プログラムを

開発したが，本研究で得られた基礎資料は，異なる媒体を用いた介入

への汎用も期待できる。  

試行的介入では，基礎資料に基づき開発した介入プログラムの評価

をおこなった。本プログラムは，特に通所リハビリテーション施設を

利用している在宅脳卒中者の活動性および QOL に肯定的な結果を示

した。本研究では，在宅脳卒中者の活動性向上を支援する介入のモデ
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ルケースを示すことができた。本研究の結果は，「社会生活における

活動性をいかにして向上させていくか」というリハビリテーションの

課題解決において有益な知見である。  

 

第 2 節  本研究の限界点  

 本研究の限界点としては，サンプルバイアス，交絡変数の考慮，専

門職以外による介入の非実施，および介入における統制群の不備が挙

げられる。  

 

サンプルバイアス  

 本研究は，半構造化面接および質問紙調査をおこなうため，対象者

を口頭でのコミュニケーションが可能な者，または質問紙への回答が

可能な者に限定した。そのため，重度の失語症および認知機能障害を

呈した患者は対象者に含まれていない。研究Ⅴの試行的介入において

は，在宅脳卒中者の中で，通所リハビリテーションサービス利用者，

回復期リハビリテーション病院からの退院者のみを対象としている。

在宅脳卒中者の中には，介護保険によるリハビリテーションサービス

を利用していない者，および介護保険を利用して訪問リハビリテーシ

ョンのみをおこなっている者もいる。今後は，介入・調査における媒

体の検討，および対象範囲の拡大が必要である。  

 

交絡変数の考慮  

 本 研 究 で は ， 活 動 性 の 向 上 に あ た り ， 計 画 の 立 案 を 促 し た 。

Ziegelmann， Lippke， & Schwarzer（ 2006）は，計画の立案を促す

介入の効果が年齢によって異なることを示している。また，本研究で
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は，活動性と QOL の関係において，障害への心理的適応を媒介変数

とした。 van Mier lo， Schröder， van Heugten， Post， de Kort  ， & 

Visser-Mei ly（ 2014）は，QOL に影響を与える要因として，障害への

心理的適応の他，気質，神経症的傾向，外向性，および楽観主義とい

う性格的要因を挙げている。さらに，QOL に影響を与える要因は，発

症からの時期によって異なることを報告している。今後は，これらの

変数を含めた検討が課題である。  

 

専門職以外による介入の非実施  

 本研究では，専門職による介入を基本として，介入の指標となる冊

子を作成した。しかしながら，試行的介入後の評価においては，専門

職以外が介入者となることが望まれていた。  

「地域包括ケアシステム」においては，介護保険を利用した「共助」，

および本研究において着目した「自助」とともに，インフォーマルサ

ービスの育成とサポート，すなわち「互助」の整備が進められている

（厚生労働省， 2016c）。今後は，専門職以外による介入場面の検討，

および試行が課題である。  

 

介入における統制群の不備  

 本研究では，試行的介入において統制群が設定できておらず，介入

の効果について言及することができない。統制群が設定できなかった

原因として，試行的介入における協力施設が，通所リハビリテーショ

ン施設，および回復期リハビリテーション病院とも 1 施設ずつであっ

たことがある。今後は，多施設への協力依頼をし，施設間での比較，

またはウェイティングリスト法の活用などの配慮をしながら，介入群
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と統制群の比較による効果の検証をおこなう必要がある。  

 

第 3 節  今後の展望  

今後の展望について，研究としての今後の展望，および介入プログ

ラムの適用に向けた展望に分けて述べる。  

 

研究としての今後の展望  

今後の展望としては，本研究の限界点に示した課題の解決を図る必

要がある。特に，本介入プログラムの効果に言及するために，対象範

囲の拡大，および統制群を設定した介入の試行は重要である。   

Lor ig  & Holman（ 2003）は，新規の介入を，既存のヘルスケアシ

ステムに取り込む過程において，小規模な試行を繰り返し，有効性を

周知させていく必要性を強調している。本介入プログラムの実際場面

への適用を目指すためにも，今後，さらなる試行および効果の検証が

必要である。  

 

介入プログラムの適用に向けた展望  

通所リハビリテーションサービス利用者，および回復期リハビリテ

ーション病院からの退院者を対象とした介入プログラムの試行によ

り，プログラムの検討課題として，ソーシャルサポートの確保，およ

び介入者の時間的負担感の軽減が挙げられた。これらの課題は，介入

場面に応じて解決方法が異なる。また，介入場面によっては，新たな

課題が出現する可能性が考えられる。今後，本プログラムを実際場面

に適用させていくには，介入場面に合わせた課題の解決が必要である。

たとえば，専門職が介入をおこなう場面としては，今回検討した場面
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設定の他，訪問リハビリテーション，および介護支援専門員による面

談内での実施が想定できる。一方，専門職以外が介入をおこなう場面

は，家族，患者会あるいは地域ボランティアによる実施が想定できる。

訪問リハビリテーションおよび介護支援専門員による面談は，いずれ

も自宅で実施されるため，同居家族を含めた介入をおこなうことがで

きる。同居家族を含めた介入は，ソーシャルサポートの確保という課

題の解決につながる可能性がある。時間的負担感の軽減については，

業務時間内に介入をおこなえるよう，介入の効果を明確にし，各施

設・事業所，および専門職の理解を得る必要がある。家族，患者会あ

るいは地域ボランティアによる介入では，介入者がソーシャルサポー

トの提供者となることができ，ソーシャルサポートの確保が期待でき

る。また，専門職による介入に比べ，対象者と関わることができる時

間に時間的制約が少ない分，介入者の時間的負担感が低いと考えられ

る。今後は，様々な介入場面における試行をおこない，各介入場面に

おける課題の明確化および課題解決法の検討が必要とされる。  

介入場面の拡大にあたっては，いかにして介入者に本介入プログラ

ム ， お よ び 介 入 方 法 の 教 育 を お こ な っ て い く か が 課 題 と な る 。

Ziegelmann et  a l．（ 2006）は，計画の立案を促す介入において，単

独で計画を立案した群に比べ，介入者と共同して計画を立案した群の

方が，より明確な計画を立てることができ，長期的な行動の継続に効

果があったことを示している。したがって，脳卒中者に冊子を提供す

るだけでなく，脳卒中者と介入者が共同して本プログラムをおこなう

ことが重要である。介入者への教育方法の案として，たとえば，家族

による介入を推進していくには，回復期リハビリテーション病院退院

時に，家族に介入プログラムの説明をおこない，退院後の実施を促す
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方法が考えられる。今後は，介入者への教育方法についても検討をお

こなっていくつもりである。  
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ざいました。  

 学位審査においては，早稲田大学人間科学学術院  鈴木晶夫教授，

早稲田大学人間科学学術院  扇原淳教授，ならびに埼玉県立大学保健

医療福祉学部  田口孝行教授に副査としてご指導をいただきました。

鈴木先生には，修士課程に入学したころからお世話になりました。先

生からご指導をいただいた論旨の展開や，伝えるための語の選択は，

非常に大きな学びでした。扇原先生は，お会いする度に励ましてくだ

さいました。先生からいただいたご助言のおかげで，自身の研究を俯

瞰し，学位論文を書き上げることができました。田口先生には，大学

生のころから，早 10 年以上お世話になり続けています。最初に研究

のおもしろさを教えてくださったのは田口先生でした。学位審査では，

理学療法士の立場から，本研究の実践場面への適用について具体的な

ご指導をいただきました。ありがとうございました。  

研究の実施にあたっては，埼玉みさと総合リハビリテーション病院

の諸持修元課長，稲垣茂さん，中尾友里さん，吉満倫光さん，高山侑
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子さん，リハビリテーション部の皆様，介護老人保健施設みかじまの

石井孝幸さん，リハビリテーション課の皆様にご尽力いただきました。

日本脳卒中者友の会  石川敏一会長をはじめ，泉睦会の長坂祐司さん，

丸子玉川の渡辺惠子さん，緑親会の宇都宮景理さんには，当事者の視

点から多くのご指導をいただきました。また，介入媒体の作成におい

ては，株式会社サンライフ企画の飯野岳さん，イラストレーターさん

にお世話になりました。ここに感謝の意を表します。  

 竹中研究室の先輩方，および現メンバーには，研究計画から，分析，

論文の構成に至るまでたくさんのご指導を頂きました。また，閉鎖的

なこの空間の中で，皆さんとのおしゃべりは癒しでした。島崎崇史先

生，飯尾美沙先生，齋藤めぐみ先生，李氤華さん，小松沢早桐さん，

鈴木菜津子さん，ありがとうございました。理学療法士の細井俊希先

生，有田真己先生の存在は，他職種が集まる竹中研において心強かっ

たです。他の多くの先輩方からも学会等でお会いする度に，あたたか

いご助言をいただききました。竹中研の皆様に心より感謝いたします。 

 家族は，「やりたいことをやればいい」と見守ってくれました。帰

りが遅かったり，学会等で長いあいだ家を空けたり，なぜかいらいら

していたり，たくさん迷惑を掛けましたが，いつも察して支えてくれ

ました。ありがとうございました。  

 最後に，本研究にご協力いただいた，たくさんの脳卒中者の皆様に

深謝いたします。突然，発症する脳卒中によって，辛い思いをたくさ

んされたことと思います。「自分の経験が役に立つなら」と皆様が語

ってくださった思いを形にするのが恩返しだと思います。これからも

リハビリテーションの発展に寄与できるよう研究を続けて 参ります。

本当にありがとうございました。  

                       2017 年 1 月 26 日  

                           小沼佳代
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